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建 設 委 員 会 記 録

開催日時 平成２９年６月２８日（水） １３：０３～１６：２３

開催場所 第１委員会室

出席委員 ９名

乾 浩之 委員長

田尻 匠 副委員長

井岡 正徳 委員

大国 正博 委員

清水 勉 委員

岩田 国夫 委員

太田 敦 委員

国中 憲治 委員

川口 正志 委員

欠席委員 なし

出席理事者 加藤 県土マネジメント部長

金剛 まちづくり推進局長

西川 水道局長 ほか、関係職員

傍 聴 者 なし

議 事

（１）議案の審査について

議第５１号 奈良県第二浄化センタースポーツ広場条例の一部を改正する条

例

議第５２号 国際奈良学セミナーハウス条例を廃止する条例

議第５３号 市町村負担金の徴収について （建設委員会所管分）

議第５４号 流域下水道事業にかかる請負契約の変更について

議第５５号 奈良公園施設魅力向上事業にかかる請負契約の締結について

報第 １号 平成２８年度奈良県一般会計予算繰越計算書の報告について

平成２８年度奈良県一般会計予算繰越明許費繰越計算書

（建設委員会所管分）

報第 ２号 平成２８年度奈良県流域下水道事業費特別会計予算繰越計算書
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の報告について

報第 ３号 平成２８年度奈良県水道用水供給事業費特別会計予算繰越計算

書の報告について

報第１３号 奈良県土地開発公社の経営状況の報告について

報第１４号 奈良県道路公社の経営状況の報告について

報第１５号 奈良生駒高速鉄道株式会社の経営状況の報告について

報第１８号 奈良県公共交通基本計画に基づく施策の実施状況の報告につい

て

報第１９号 地方自治法第１７９条第１項の規定による専決処分の報告につ

いて

損害賠償額の決定について

報告２０号 地方自治法第１８０条第１項の規定による専決処分の報告につ

いて

県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請求申立てに関

する訴訟事件について

報第３１号 地方自治法第１７９条第１項の規定による専決処分の報告につ

いて

損害賠償額の決定について

（２）その他

＜会議の経過＞

○乾委員長 皆さんおはようございます。ただいまから建設委員会を開会いたします。

本日、井岡委員は遅れるとの連絡を受けていますので、ご了解願います。

本日、傍聴の申し出があれば２０名を限度に入室いただきますので、ご了承ください。

それでは、案件に入ります前に、４月１日付で議会事務局に異動がありましたので、事

務局長から新任担当書記を紹介願います。

○上田事務局長 新任の担当書記２名を紹介させていただきます。

政務調査課長の福井でございます。

政務調査課主任主査の松石でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

○乾委員長 次に、常時出席を求める理事者の変更についてでありますが、今般の組織見

直し等により、出席要求する理事者を変更する必要が生じましたので、お手元に配付して
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おります資料のとおり変更し、出席要求をしていますので、ご了承願います。

それでは、４月１日付で理事者に異動がありましたので、県土マネジメント部長及びま

ちづくり推進局長から、異動のあった職員の紹介をお願いします。

○加藤県土マネジメント部長 それでは、異動のあった職員を紹介させていただきます。

まず、県土マネジメント部理事の荒でございます。

○荒県土マネジメント部理事 よろしくお願いいたします。

○加藤県土マネジメント部長 続きまして、技術担当次長の森本でございます。

○森本県土マネジメント部次長（技術担当） よろしくお願いいたします。

○加藤県土マネジメント部長 続きまして、砂防・災害対策課長事務取扱も兼ねています

次長の加藤でございます。

○加藤県土マネジメント部次長（砂防・災害対策担当）（砂防・災害対策課長） よろし

くお願いいたします。

○加藤県土マネジメント部長 道路政策官の梅原でございます。

○梅原道路政策官 よろしくお願いします。

○加藤県土マネジメント部長 技術管理課長の平塚でございます。

○平塚技術管理課長 よろしくお願いいたします。

○加藤県土マネジメント部長 道路建設課長の松田でございます。

○松田道路建設課長 よろしくお願いします。

○加藤県土マネジメント部長 道路環境課長の大庭でございます。

○大庭道路環境課長 よろしくお願いします。

○加藤県土マネジメント部長 最後になりますが、河川課長の入口でございます。

○入口河川課長 よろしくお願いいたします。

○加藤県土マネジメント部長 以上でございます。よろしくお願いいたします。

○金剛まちづくり推進局長 続きまして、まちづくり推進局でございます。

まず、まちづくり推進局次長、技術担当の増田でございます。

○増田まちづくり推進局次長（技術担当） よろしくお願いいたします。

○金剛まちづくり推進局長 公園緑地課長の鳥居でございます。

○鳥居公園緑地課長 よろしくお願いします。

○金剛まちづくり推進局長 住まいまちづくり課長の塚田でございます。

○塚田住まいまちづくり課長 よろしくお願いいたします。
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○金剛まちづくり推進局長 建築課長の松本でございます。

○松本建築課長 よろしくお願いします。

○金剛まちづくり推進局長 営繕課長の水口でございます。

○水口営繕課長 よろしくお願いします。

○金剛まちづくり推進局長 営繕プロジェクト推進室長の桝本でございます。

○桝本営繕プロジェクト推進室長 よろしくお願いいたします。

○金剛まちづくり推進局長 以上でございます。よろしくお願いいたします。

○乾委員長 それでは、案件に入ります。

まず、付託議案の審査を行います。

当委員会に付託を受けました議案は、委員会次第に記載のとおりであります。

審査に先立ち申し上げておきますが、委員長報告は正副委員長会議の申し合わせにより、

付託を受けました議案の審査結果についてのみ報告となりますので、あらかじめご了承願

います。

それでは、付託議案について、県土マネジメント部長、まちづくり推進局長、水道局長

の順に説明願います。

○加藤県土マネジメント部長 それでは、県土マネジメント部所管の６月定例県議会提出

議案についてご説明をさせていただきます。

まず、条例から説明させていただきます。お手元に配付をしております６月定例県議会

条例説明資料の１ページの表をごらんください。「奈良県第二浄化センタースポーツ広場

条例」の一部を改正する条例でございます。テニスコートの使用料の改定を行うという内

容でございます。

この奈良県第二浄化センタースポーツ広場のテニスコートでございますけれども、昭和

６１年度に整備しました。整備から３０年以上が経過しています。土のコートで、凹凸が

できるなど、安全性あるいは利便性におきまして課題がございます。このため、今年度、

この土のコートを人工芝に改修をしたいと考えています。

この人工芝化をいたしますと、これまでは土のコートであったので、使用後に利用者に

最後の手入れをお願いしていたわけでございますが、そういったものが不要になりますの

で、１時間ごとにお貸しすることができるようになります。このため、従来、午前、午後、

終日といった単位での貸し出しでしたが、１時間当たり５５０円という方式で貸し出した

いと考えています。
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この新旧の料金表につきましては、次のページに新旧対照表がございます。これまでテ

ニスコートは午前１，１３０円、午後１，４４０円、１日で２，４６０円という単位での

貸し出しであったわけですけれども、これを改め、１時間につき５５０円でご利用いただ

けるようにしてまいりたいと考えています。

なお、この１時間当たり５５０円という料金ですけれども、近隣にございますまほろば

健康パークのテニスコートの利用料金と同額にさせていただきたいと考えています。

この人工芝化の工事でございますけれども、利用の少ない冬期間に実施をしたいと考え

ており、施行につきましては平成３０年４月１日からお願いしたいと考えてございます。

条例につきましては以上でございます。

続きまして、契約等についてご説明をさせていただきます。第３２８回定例県議会提出

議案という資料の３５ページをお開きください。議第５３号、市町村負担金の徴収につい

てでございます。県土マネジメント部所管分は、急傾斜地崩壊対策事業と、次のページの

流域下水道事業の２つでございます。これらは今年度に実施をいたします事業につきまし

て、利益を受ける市町村にその費用の一部を負担していただくものでございます。地方財

政法第２７条の規定に基づきまして、議会の議決をお願いするものでございます。

急傾斜地崩壊対策事業につきましては、今年度は事業費１２億５，１００万円余を予定

しているところでございます。全部で３９カ所事業実施したいと考えておりますが、ここ

に記載しております３１の市町村に合計８，５００万円の負担をお願いするものでござい

ます。

３６ページ、流域下水道事業でございますけれども、浄化センターの焼却施設の長寿命

化工事など、流域下水道の建設に係る事業への市町村負担金でございます。今年度は事業

費３６億８，９００万円余の事業を予定していますが、記載の２８市町村に合計７億５，

１００万円余の負担をお願いするものでございます。

続きまして、３７ページをお願いいたします。議第５４号、流域下水道事業にかかる請

負契約の変更についてです。請負契約名は、佐保川幹線耐震管新設工事（防災・安全交付

金）でございます。本工事につきましては、さきの２月議会におきまして請負契約の締結

につきまして議決をいただいたわけでございます。３月２４日に契約しております。

２月１０日付で国土交通省から、３月１日以降に締結した契約のうち、旧労務単価に基

づき予定価格を算定していたものについては、３月１日に改定をされた新しい労務単価に

基づき、契約変更することができるという、特例措置について通知を受けていました。受
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注者に対しまして、この特例措置の趣旨をご説明いたしましたところ、特例措置の適用に

ついて協議がございましたので、約８００万円の増額ということで、契約の変更をお願い

するものでございます。

次に、４１ページをお願いいたします。報第１号、平成２８年度奈良県一般会計予算繰

越計算書の報告についてでございます。県土マネジメント部所管分につきましては、４６

ページに道路橋りょう費、４７ページに河川費、４９ページの災害復旧のうち土木施設災

害復旧費と大きくこの３つが県土マネジメント部所管ということでございます。

さきの１２月議会、２月議会におきまして、繰り越しの明許枠といたしまして県土マネ

ジメント部の合計として１５７億２，８００万円余をお認めいただいたわけでございます。

その後、精算によりまして最終的な金額は１２８億９，１００万円余になってございます。

この１２８億９，１００万円余のうち、およそ半分の約６３億円が１２月補正分です。１

２月補正分については、適正な工期を確保するということで繰り越しをさせていただきま

した。そして、残りのおおむね半分、約６６億円が当初予算に係る繰り越しとなってまい

ります。

工事の施工方法、あるいは周辺の交通安全対策等について、地元地域との調整に時間を

要して工期がおくれたといった内容がおおむね半分です。また、台風、豪雨等の災害によ

り工期がおくれた、用地交渉が難航し、取得がおくれたため工事の発注がおくれたという

ことが主な理由となっています。

いずれもやむを得ず繰り越しをお願いしたものでございますけれども、今年度は繰り越

しの削減に向けまして工事発注前の事前の準備、地元調整、あるいは関係機関協議をより

念入りに行う。あるいは、工事の計画的な発注を徹底して工期を確保する。早期発注、あ

るいは債務負担行為の活用により、年度末の工期が多かったわけですけれども、この３月

末工期の工事件数を減らしていく。あるいは用地取得、あるいは詳細設計、こういった工

事の準備については、前年度までに終えておく。終わっていない箇所には当初予算で工事

費はつけないといった取り組みを進めてまいりたいと考えています。ご理解のほどをよろ

しくお願いします。

続きまして、５１ページ、報第２号、平成２８年度奈良県流域下水道事業費特別会計予

算繰越計算書の報告についてでございます。こちらにつきましても、さきの１２月議会、

２月議会におきまして繰越明許枠といたしまして、１０億５，６００万円余をお認めいた

だいておりました。その後、精算等によりまして、最終的な繰越額は９億５，４００万円
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余となりました。

工事の施工方法等について、関係機関との調整に時間を要し、工事の発注がおくれたと

いったことが主な理由でございますけれども、先ほど申し上げました一般会計同様、繰り

越しの削減に向けて取り組んでまいりたいと考えておりますので、どうぞご理解よろしく

お願い申し上げます。

次に、６２ページをお願いいたします。報第１３号、奈良県土地開発公社の経営状況の

報告について、次の６３ページ、報第１４号、奈良県道路公社の経営状況の報告について、

そして６４ページの報第１５号、奈良生駒高速鉄道株式会社の経営状況の報告について、

この３点につきましては、別途の資料でご説明をさせていただきたいと思います。

平成２８年度奈良県土地開発公社事業報告１ページ、１．事業の概要でございますけれ

ども、（１）公有地取得事業がございます。これは県からの受託事業として行っている用

地の先行取得でございます。道路事業、河川事業、あるいは都市計画事業について、県と

の連携のもと、面積４万２，８７４平方メートル、金額約３１億９８４万円の用地を取得

してございます。また、県にとっては買い戻しということになりますけれども、過年度に

取得いたしました７万１，３４８平方メートル、金額約１９億６，３１９万円の先行取得

していた用地を県に売却したということでございます。

次の２ページをお願いいたします。大きな項目の２つ目、土地造成事業及び附帯事業で

ございます。土地造成事業については、新たな土地造成は行っていないわけですけれども、

長期保有資産の販売促進に現在努めているところでございます。大淀町にございます北野

台団地の１区画３２２平方メートルを売却したということでございます。また、附帯事業

といたしまして、橿原ニュータウンの土地を賃貸駐車場として活用もいたしました。

３ページをお願いいたします。（３）京奈和自動車道大和北道路用地先行取得事業でご

ざいます。こちらは国から受託事業として行っております京奈和自動車道の用地の先行取

得でございます。大和郡山市の市域３，４４４平方メートル、金額約８億２，０４８万円

を先行取得してございます。また、奈良市域につきまして、こちらは資金代行ですけれど

も、１万６，６５２平方メートル、金額約１１億１，６４７万円の資金代行を行っていま

す。また、過年度に先行取得しました用地、大和郡山市域５，１１４平方メートル、金額

６億６，１００万円余を国に売却をしてございます。

財務状況については、１０ページに損益計算書がございます。事業収益につきましては、

一番右の欄にありますとおり、２６億５，１００万円余でございます。ここから事業原価
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２６億３，６００万円余を差し引きいたしますと、事業総利益につきましては１，５００

万円余ということになります。この額から一般管理費１億６，１００万円余を引きますと、

事業損失が１億４，６００万円余となります。さらに、受取利息、あるいは消費税、こう

いったものを加味いたしますと、経常損失は１億３，９００万円余ということでございま

す。昨年度につきましては、退職金につきまして少し差額が出てまいりましたので、４０

０万円余につきましてはプラスの方向になります。最終的に平成２８年度の純損失額とい

たしましては、１億３，５００万円余でございます。

平成２８年度の事業報告は以上です。

次に、平成２９年度事業計画書をお願いいたします。１ページ目をお願いいたします。

事業の構成は大きく３つ、変わりございません。（１）公有地取得事業にございますよう

に、県からの受託事業として行っている公有地の取得事業でございます。今年度につきま

しては、全体面積２５万２，８７４平方メートル、金額７５億３，０００万円、予算計上

させていただいています。また、過年度に取得した用地５万１，７０３平方メートル、金

額約２０億７，６００万円余を県へ売却する予定でございます。

次のページ、（２）土地造成事業及び附帯事業でございます。大淀町の北野台団地の分

譲については、パンフレットを作成し配布をいたしましたり、あるいはネットオークショ

ンの活用を継続して行うなど、販売促進に努めてまいりたいと考えてございます。また、

長期保有地となっておりました高山調整池でございます。この高山調整池につきましては、

今、県への移管の手続を進めているところでございます。来月７月中にも登記まで含めて

県への移管が終えるという予定になってございます。

中段中ほど、（３）京奈和自動車道事業でございます。国からの受託事業として行って

おります京奈和自動車道の用地の先行取得でございます。大和郡山市域といたしまして１

万５，９９８平方メートル、金額２７億円を先行買収するとともに、奈良市域につきまし

て２万６，７０６平方メートル、金額１３億７，０００万円の資金代行、また今年度から

は京奈和自動車道の大和御所道路の５工区、今、未供用となっております橿原北から橿原

高田間の事業でございますが、この区間につきましても２万６，７０６平方メートルの資

金代行を今年度は実施したいと考えています。

奈良県土地開発公社については以上でございます。

続きまして、奈良県道路公社のご報告をさせていただきたいと思います。平成２８年度

業務報告書１ページ目をお願いいたします。事業の概要でございますが、奈良県道路公社
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は平成９年４月に供用を開始いたしました第二阪奈有料道路を大阪府の道路公社と共同運

営しているわけでございます。全体の延長１３．４キロメートルございますけれども、こ

のうち９．６キロメートルが奈良県域となってございます。

利用交通量の状況でございますけれども、表にありますとおり、平成２８年度の利用交

通量は、昨年に比べて微増ですけれども、１，２５５万６，７９５台でございます。対前

年度と比較しますと、１００．５５％で、微増でございます。近年は横ばいの状況が続い

ている状況でございます。

次のページをお願いいたします。昨年度の料金収入でございますけれども８７億９，５

９９万円余でございまして、これも平成２７年度と比較いたしまして１００．９９％で微

増という状況になってございます。

財務状況につきましては、６ページに貸借対照表がございます。負債及び資本の部をお

願いいたします。負債がどうなっているか、借金が雪だるま式にふえているのかどうかが

一番のポイントになってこようかと思います。流動負債の短期借入金の欄をお願いいたし

ます。１７０億円という数字がございます。１年前と比べますと、昨年度は１８６億円で

ございましたので、１６億円、短期借入金が減ってございます。また、固定負債の欄に長

期借入金という欄がございます。５億３，１００万円余とございますが、１年前は、７億

３００万円余でございます。短期借入金、長期借入金を合わせて約１７億３，０００万円

余減っているということでございます。借入金を着実に返済しているという状況でござい

ます。

次に、平成２９年度事業計画書をお願いいたします。

１ページ目をお願いいたします。１．事業の実施方針でございます。第二阪奈有料道路

の運営を継続してやっていくわけですけれども、今年度の取り組みとして少し新しいもの

がございます。平成２８年１２月１６日に国土交通省から近畿圏の新たな高速道路料金に

関する具体方針が示されたと発表されたという記載がございます。この国土交通省の方針

では、高速道路会社と一体的なネットワークを形成している路線で地方道路公社等の管理

となっている区間は、合理的、効率的な管理を行う観点から、高速道路会社での一元管理

を行うという方向性が示されたところでございます。平成２９年２月議会で知事からも答

弁をさせていただいたところでございますけれども、第二阪奈有料道路につきましては、

ＮＥＸＣＯ西日本に一体的に管理をしていただくことが望ましいという方針を出させてい

ただきました。平成２９年度内に結論が得られるように、国、あるいは大阪府と調整をし
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てまいりたいと考えてございます。

そういう方針がございますので、奈良県道路公社では、そうしたＮＥＸＣＯ西日本への

移管を見据えて、土地の権利関係、占用物件等の確認、あるいは固定資産台帳、図面の整

備等々、この移管に向けた準備を進めていきたいと考えてございます。

２．事業の実施計画でございます。平成２９年度の収入の見込みでございますけれども、

今年度の計画交通量でございますが、過去５年間の実績を踏まえまして、トータルで１，

２５１万台と見込んでございます。これは過去５年の平均でございます。それを踏まえま

して、料金収入につきましては８７億７，７１３万円余を計画しておる状況でございます。

奈良県道路公社につきましては以上でございます。

続きまして、奈良生駒高速鉄道株式会社の事業報告、事業計画をご説明させていただき

たいと思います。平成２８年度事業報告書１ページ目をお願いいたします。この奈良生駒

高速鉄道株式会社でございますけれども、平成１０年７月に設立をされてございます。平

成１８年３月より、けいはんな線でございますけれども、近畿日本鉄道株式会社に自社が

保有する鉄道施設を貸し付けるという形で営業をしています。したがいまして、この貸付

金が収益となってくるわけでございます。

８ページ目をお願いいたします。経営状況につきまして、損益計算書でご説明をさせて

いただきます。鉄道営業収益という欄がございます。近畿日本鉄道株式会社から入ってく

るお金でございますけれども、営業収益につきましては、１９億１，９００万円余でござ

います。

出ていくお金、鉄道事業営業費でございますけれども、１３億５，０００万円余でござ

いますので、先ほどの営業収益から差し引きますと、５億６，８００万円余が鉄道事業営

業利益として残ってまいります。ここから支払い利息３億７，１００万円余を引きますと、

経常利益といたしまして１億９，８００万円余となります。平成２８年度は白庭台駅のモ

ニター施設を近畿日本鉄道から譲渡を受けたということでございますので、わずかでござ

いますが、固定資産受贈益もございます。

トータルいたしますと、税引き前の当期純利益が１億９，９００万円余となってまいり

まして、平成２８年度、初めて黒字化をしたということでございます。ここから、法人税

等調整額というものがマイナス２億６，０００万円ございますけれども、法人税、住民税

が差し引かれまして、当期純利益は、昨年度から黒字化して、今後安定的に黒字が見込め

るということでございます。この平成２８年度の損益計算書から過年度の繰越欠損金によ
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る将来の法人税軽減見込みを試算としてここにプラスをすることができるという会計上の

手法がございますので、この２億６，０００万円がプラスという形で損益計算書に記入を

されてまいります。

総トータルといたしまして、この当期純利益が４億２，４００万円余ということで、黒

字に転換をしてきたということでございます。

次に、平成２９年度の事業計画書をお願いいたします。

２ページ目、平成２９年度収支予算がございます。まず、鉄道事業営業収益が１９億１，

２００万円余ございます。ここから鉄道事業営業費１２億７，０００万円を差し引きます

と、鉄道事業営業損益として６億４，２００万円プラスになります。ここから営業外費用

といたしまして、支払い利息を差し引きますと、３億円が経常損益として残ります。平成

２８年度よりもさらに１億円プラスとなってございます。

税引前の平成２９年度の損益は３億円になりまして、ここから法人税、法人税等調整額

といったものを差し引きしまして、最終的に３億２００万円の黒字という営業計画を立て

ています。

３つの公社、会社の事業の報告は以上でございます。

第３２８回定例県議会提出議案の６７ページをお開きください。報第１８号、奈良県公

共交通基本計画に基づく施策の実施状況の報告についてでございます。この奈良県公共交

通基本計画でございますけれども、平成２５年７月に制定をいただきました奈良県公共交

通条例に基づきまして、平成２８年３月に策定をしたものでございます。この計画に基づ

く施策の実施状況につきましては、条例におきまして毎年度、議会に報告をすると定めら

れてございます。今回が初めての報告ということになってまいります。具体的な報告につ

きましては、私の説明が一通り終わりました後、担当次長の折原から説明をさせていただ

きたいと思います。

６８ページをお願いいたします。報第１９号、地方自治法第１７９条第１項の規定によ

る専決処分の報告についてでございます。この６８ページに３項目記載されてございます。

奈良県税条例の一部を改正する条例、半島振興対策実施地域における県税の不均一課税に

関する条例の一部を改正する条例、そして損害賠償額の決定についてと３項目ございます

が、県土マネジメント部分は、この３つ目の損害賠償額の決定についてでございます。

具体的な内容につきましては、９１ページから９２ページにかけて１３件記載をさせて

いただいてございます。これまで本県におきましては、損害賠償保険による損害金の支払
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いにつきましては専決処分の対象としておりませんでした。しかしながら、他府県等の多

くは専決処分としているということがわかりましたので、今議会から報告をさせていただ

きたいということでございます。県が管理をしております一般国道、それから県道におき

まして、のり面からの落石などが主たる原因でございます。今回もこの１３件中１０件が

落石に起因するものでございます。こうしたものに起因いたしまして、道路を通行する車

両等に損害を与えた事案につきまして、示談による解決を図るため、地方自治法第１７９

条第１項の規定に基づきまして、損害賠償額の専決処分を行いましたので、この同第３項

の規定により報告をさせていただき、ご承認をお願いするものでございます。

次に、９８ページをお願いいたします。報第３１号、地方自治法第１７９条第１項の規

定による専決処分の報告について、今説明させていただいた内容と同じ内容になりますけ

れども、先ほどは平成２９年度分、４月１日以降に専決処分をさせていただいた案件、そ

してこちらの報第３１号は、平成２８年度分ということでございます。さきの２月議会以

降の案件に絞って報告をさせていただくことにさせていただきました。

損害賠償額の具体的な内容は１０１ページをごらんいただきたいと思います。上北山村

の国道１６９号で発生した自動車の損傷事故でございますが、これも落石に起因するもの

でございます。示談による解決を図るため、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき

損害賠償額の専決処分をさせていただきましたので、同条第３項の規定により報告をさせ

ていただき、承認をお願いするものです。

県土マネジメント部所管の平成２９年６月議会提出議案の説明は以上となります。ご審

議のほどよろしくお願い申し上げます。

○折原県土マネジメント部次長（地域交通課長） それでは、提出議案報第１８号、奈良

県公共交通基本計画に基づく施策の実施状況の報告について別冊の平成２８年度奈良県公

共交通基本計画に基づく施策の実施状況報告書でご説明いたします。

１ページ目でございます。県内の公共交通を取り巻く環境を概観したものでございます。

上の段、県内人口の動向でございます。平成２２年から平成２７年にかけて、総人口は約

４万人減少しまして、高齢化率は約４％上昇しております。下の段、左の箱が県内観光客

数の動向でございます。平成２３年は減少しましたが、その後、平成２７年にかけて一貫

して増加傾向にございます。真ん中、マイカー普及の動向でございます。県内の自動車保

有台数は近年、漸増傾向にございます。右の箱、市町村財政の動向でございます。平成２

７年度の経常収支比率の県内市町村平均は、前年度より低下したものの、依然として全国
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平均を上回っているという状況にございます。

２ページ目をお願いいたします。県内の公共交通の状況を概観したものでございます。

上の段、左の箱が鉄道事業の状況でございます。近畿日本鉄道株式会社、西日本旅客鉄道

株式会社とも輸送人員は減少傾向にございます。その右の大きな箱がバス事業の状況でご

ざいます。上の段、乗合バスの輸送人員でございますが、平成２４年度を底に下げどまり

の傾向にございます。他方で、奈良交通の路線バスへの補助金は増加傾向にございます。

特に市町村の負担が拡大傾向にございます。下の段が奈良交通の経営状況でございます。

平成２４年度以降事業収支は改善しておりますけれども、補助金を除く経常損益の赤字幅

は拡大傾向にございます。平成２７年度は約１０億円の赤字が発生しております。下の段、

左側がタクシー事業の状況でございます。タクシーの輸送人員は平成２０年秋に発生した

リーマンショック以降減少傾向にございます。

３ページ目をお願いいたします。奈良県公共交通基本計画に記載されました施策の実施

状況を整理しまして、進捗状況についてフォローアップしたものでございます。上の段、

これまでの取り組みをさらに推進していくものでございます。左側２つ目、まちづくりや

保健、医療、福祉、教育、観光、産業等に係る施策との連携でございますが、こちらにつ

きましてはまちづくりや観光施策との連携としまして、路線バス運賃をキャッシュバック

するキャンペーンの実施、あるいは（仮称）登大路バスターミナル、大宮通り新ホテル・

交流拠点等の拠点施設の整備を着実に進めますとともに、医療施策との連携としましては、

南奈良総合医療センターの玄関前ロータリー部分にバス乗降場を整備しております。

右側一番上、公共交通の利用環境の整備でございます。平成２８年度末における１日当

たり平均乗降客数３，０００人以上の鉄道駅のバリアフリー化率、こちらは前年度末より

３．１％上昇して、７３．４％となっております。また、平成２８年度末におけるノンス

テップバスの導入率でございますが、前年度末より４．７％上昇して４３．８％となって

おります。

下の段、２．取組内容を今後新たに検討するものでございます。左側、まちづくりや保

健、医療、福祉、教育、観光、産業等に係る施策と連携では、観光施策と連携としまして、

新たに大和八木駅を出発点とした「大和しかバス七変化」ツアーや、奈良県猿沢インでご

ざいますが、「奈良県外国人観光客交流館」を発着するバスツアーを運行しております。

また、右側一番上、働く場としての交通事業者のあり方では、奈良交通において県内高

校卒業者などを正社員として採用しまして、ステップアップドライバー制度と呼んでおり
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ますが、会社の負担で大型二種免許を取得させまして、バス運転手を養成する制度を充実

しますとともに、県内高校の進路指導の教員などに対しましてバス運転手などの職業紹介

を初めて実施するなど、リクルートを強化しております。

説明は以上でございます。

○金剛まちづくり推進局長 それでは続きまして、まちづくり推進局所管の議案につきま

してご説明いたします。６月定例県議会条例説明資料をお願いします。

４ページ、国際奈良学セミナーハウス条例を廃止する条例でございます。奈良公園内の

吉城園周辺地区において宿泊施設の整備に伴い、用途廃止する国際奈良学セミナーハウス

の設置条例を廃止するというものでございます。

なお、施行期日は公布の日でございます。

続きまして、第３２８回定例県議会提出議案をお願いいたします。３５ページ、議第５

３号、市町村負担の徴収についてです。まちづくり推進局所管分は、次のページの２つ、

（仮称）奈良インターチェンジ周辺整備事業及びその下の奈良公園施設魅力向上事業でご

ざいます。これらは、地方財政法第２７条の規定によりまして、今年度に施工する事業に

より利益を受ける記載の市町村に、その費用の一部を負担していただくというものでござ

います。

３８ページをお願いいたします。議第５５号、奈良公園施設魅力向上事業にかかる請負

契約の締結についてでございます。工事名は（仮称）登大路バスターミナル新築工事（建

築工事）（県庁周辺地区交通環境整備事業（社会資本）（主プロ））でございます。工事場

所は奈良市登大路町、工事期間は契約締結の日から平成３０年１２月２８日まで、契約金

額は２６億４，７７２万８，０００円でございます。契約の相手方は、奥村・山上特定建

設工事共同企業体でございます。これは観光バスによる奈良公園周辺の交通渋滞を緩和す

るため、奈良公園の玄関口であります県庁舎東側にバスターミナルを整備するとともに、

その施設の中にアメニティーの向上や奈良公園の歴史文化を学習できる空間の整備を進め

ているというものでございます。今回、ターミナル施設、また、歴史展示施設等の建物を

新築する工事を実施し、奈良公園の交流拠点となるよう、事業推進に努めてまいりたいと

考えております。

４１ページをお願いいたします。報第１号、平成２８年度奈良県一般会計予算繰越計算

書の報告についてでございます。まちづくり推進局の所管につきましては、４２ページの

款２総務費、項１総務管理費の県有施設整備事業でございます。それと４７ページの５ま
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ちづくり推進費から４８ページ７住まいまちづくり費まででございます。平成２８年１２

月及び平成２９年２月の建設委員会におきまして、繰越明許費をお願いしたところでござ

います。その後の精算などによりまして、平成２９年度への繰越額は合計額を記載してい

ませんけれども、総額として４０億２，３００万円余となりました。このうち半分強の２

０億７，２００万円余につきましては、国の補正に対応した１２月補正分でございます。

適切な工期を確保するために繰り越しをしたというものでございます。残りの１９億５，

０００万円余が当初予算に係る繰り越しでございます。理由としましては、発注手続に不

測の日数を要した、あるいは現場条件の変化などに伴う工法変更、地元調整、用地交渉難

航等の理由でございます。

今後の執行につきましては、一丸となりまして計画的かつ着実な執行、進捗管理に取り

組んでまいります。ご理解を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

９３ページをお願いいたします。報第２０号、地方自治法第１８０条第１項の規定によ

る専決処分の報告についてでございます。県営住宅家賃の滞納者等に対する住宅明渡等請

求申立てに関する訴訟事件についてでございます。明細は９６ページをごらんください。

家賃滞納月数が６カ月以上、また滞納額が２０万円以上の者のうち、特に悪質と認められ

る３件につきまして、住宅の明け渡し等の請求申し立てをいたしましたので、報告をする

ものでございます。

まちづくり推進局所管６月定例県議会提出議案の説明は以上でございます。ご審議のほ

どよろしくお願いいたします。

○西川水道局長 それでは、水道局所管の議案について、ご説明申し上げます。提出して

おります議案は、繰り越しの報告１件でございます。

第３２８回定例県議会提出議案をお願いいたします。５２ページ、報第３号、平成２８

年度奈良県水道用水供給事業費特別会計予算繰越計算書の報告についてでございます。

建設改良費の繰り越しでございますが、用水供給施設建設事業におきまして、施工方法

の検討等に不測の日数を要したことなどにより、翌年度繰越額の欄に記載しておりますよ

うに、１億２，７００万円を今年度に繰り越したものでございます。繰り越しました事業

につきましては全て契約済みとなっておりまして、早期完成に向け、事業の進捗を図って

いるところでございます。

なお、表の右から３列目、１６億７，６００万円余の不用額を生じておりますが、これ

は国の交付金の認証減や入札による請負差額などによるものでございます。
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私からの説明は以上でございます。よろしくお願いします。

○乾委員長 ただいまの説明について、質疑があればご発言願います。

なお、その他の事項については、後ほど質疑を行いますので、ご了承願います。

○清水委員 まず、第３２８回定例県議会提出議案９１ページ、１０１ページの専決処分

事項で、道路管理瑕疵に係る自動車損傷事故の賠償内容を列挙していただいておりますが、

報告はことしからということで、総件数がはかり知れないのですけれども、毎年どの程度

あるのか、まず件数と総額について、過去二、三年度ぐらいの平均でも構いませんけれど

も、よろしくお願いしたいと思います。

○津風呂道路管理課長 今回報告かつご承認いただきたい道路管理瑕疵に関する案件でご

ざいますが、平成２８年、平成２９年合わせまして１４件ございます。昨年度の状況でご

ざいますが、道路管理瑕疵により損害賠償金を支払った件数は６６件、総額で約１，２０

０万円でございます。以上でございます。

○清水委員 議第５３号の市町村負担金の徴収の件ですが、徴収根拠が地方財政法の第２

７条で行っておられる。この理由について、改めて説明をお願いしたいと思います。

○加藤県土マネジメント部次長（砂防・災害対策担当）（砂防・災害対策課長） 今回の

急傾斜の崩壊に対する市町村の負担でございますが、考え方としては二通りございます。

急傾斜地の崩壊に対する災害の防止に関する法律の中にある第２３条に基づきまして負担

をお願いする場合と、今回のように、地方財政法に基づいて対応する場合と２つございま

す。どちらをとるかにつきましては、都道府県においてそれぞれ裁量権を持っているもの

という認識を持っています。また、全国におきましても大多数、３９の府県におきまして

は、本県と同様に地方財政法に基づいて対応をとっているところでございます。

また、この件に関しましては、平成２８年６月議会、また１２月議会でもご質問いただ

いたと聞いてございまして、平成２８年６月から１１月にかけまして、各市町村にこのよ

うな２つのやり方があるというご説明をした上で、どのような対応が必要かについてのヒ

アリングを実施しております。その中で、急傾斜の対象となる３１の市町村全てから、今

の地方財政法を根拠とするやり方でよいという回答をいただいております。現段階では地

方財政法を根拠にした対応で何ら問題はないと認識しております。以上でございます。

○清水委員 市町村に説明をされて、各市町村からの回答を受けたということですが、こ

れは文書で回答をいただいてるという理解でいいですか。

○加藤県土マネジメント部次長（砂防・災害対策担当）（砂防・災害対策課長） 口頭で
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のやりとりと聞いております。

○清水委員 口頭でのやりとりであれば、本当にその各市町村長がそれを了としたのかわ

からないではないですか。単純に説明会で話をして、担当者がそれでよしと言っても、そ

れを自治体がオーケーをしたことにはならないのではないですか。

○加藤県土マネジメント部次長（砂防・災害対策担当）（砂防・災害対策課長） 各個別

の市町村に対して１対１でご説明をさせていただいたと理解をしております。

○清水委員 １対１というのは、全首長に対してされたということですか。

○加藤県土マネジメント部次長（砂防・災害対策担当）（砂防・災害対策課長） 場合に

よっては首長、直接ではなかったと聞いておりますが、市としての意見として回答いただ

いていると聞いております。

○清水委員 それで了とするには、あまりにも乱暴ではないですか。私は手続としておか

しいと思います。それであれば、全て口頭で説明してそれでオーケーとなってしまいます

から、正式な公文書を発付して、回答をいただくというのが通常の行政事務の手続ではな

いのですか。

○加藤県土マネジメント部次長（砂防・災害対策担当）（砂防・災害対策課長） 補足に

なるのかもしれませんが、地方財政法に基づく負担金の額に対しての了解は、公文書での

やりとりをしておりまして、それについて全３１市町村からご了解をいただいているとこ

ろでございます。

○清水委員 先ほど説明をされたのは、地方財政法と急傾斜地の崩壊による災害の防止に

関する法律、この２つが該当しますと。どちらを選ばれますかという問い合わせをされた

わけですよね。それを問われるということは、その自治体の長に対して問うわけです。担

当者に対して言っても担当者にそんな権限ないではないですか。単なる説明会での口頭で

の説明と私は思いますけれども。

何でこだわるか申し上げますと、この急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律の

第９条に土地の保全等と明記されております。急傾斜地崩壊区域、危険区域内の土地の所

有者、管理者、または占有者は云々で、土地の維持管理については、当該急傾斜地崩壊危

険区域内における急傾斜地の崩壊が生じないように努めなければならないという規定があ

るわけです。なおかつ第２項に、急傾斜地崩壊危険区域内における急傾斜地の崩壊により

被害を受けるおそれのある者は、当該急傾斜地の崩壊による被害を除却し、または軽減す

るために必要な措置を講ずるように努めなければならないとなっています。これらの内容
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についてやらなければ、勧告することができるとなっています。なおかつ、第１０条には、

都道府県知事は、これらについて施行を命ずることができるという内容になっているわけ

です。

ですので、単なる地方財政法による負担区分だけで了とするというのは、こういう権限

を無視してしまうということなのです。それでいいのですか。

○加藤県土マネジメント部次長（砂防・災害対策担当）（砂防・災害対策課長） ９条の

今おっしゃった項目を別に無視することにはならないと考えております。

○清水委員 負担金を受けるだけではないのです。負担金については、先ほど加藤県土マ

ネジメント部次長がおっしゃったように、地方財政法で負担区分を決めて取る。なおかつ

地方財政法によって各市町村が、例えば、負担金条例、あるいは分担金条例を制定して、

その内容で個人に対して応分の負担を求めるということは可能なのですよね。

ただ、問題なのは、先ほど読み上げました、この第９条、第１０条に関連することをき

ちんとやるかどうかは、この法律によらないとできないのです。そういう理解を我々はし

ているのですけれども、単純に全国の各都道府県がほとんどやっていないというのは、恐

らくこの辺のところを飛ばして、負担金についてのみ議論をされ、なおかつ個人に負担を

求めるか否かというところは、各市町村の裁量で決められている。そこが本当はまずいの

ではないのかというところで、大阪府は種々議論をされて、同法に基づく負担金条例を制

定をされたという経緯があるわけです。

ですので、奈良県も先進的にこの部分について、もっと議論を深めるべきではないのか

と私は思います。加藤県土マネジメント部長、どうお思いですか。

○加藤県土マネジメント部長 現時点におきまして、市町村からそういう声がございませ

んので、県が具体的に検討していくという考えは、今のところございません。

○清水委員 先ほども申しましたけど、口頭で了にはならないのです。それぞれの首長が

公文書で、このことについてはこういう理解をしておりますので、今の現状のままで構い

ませんということを公文書で返されるのなら、我々もそんなに思いません。ただし、説明

会をやって担当者に説明をする、担当者がよしと言ったからそれで進める、それは奈良県

の行政としておかしいではないですか。何でもかんでもそうすると、首長を飛ばして、サ

ミットも何もやる必要がない。担当者レベルで全部決めてしまうと、そんなことができる

のですか。その点については部長、どう思われますか。

○加藤県土マネジメント部長 今回行いましたのは、各首長に判断を求めるということで
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はございません。各市町村においてどのような議論がありますかという観点から、念のた

め、どのようにお考えですかという情報を収集したというものですので、改めて首長に判

断を求めるというような性格のものではございませんでしたので、担当者のヒアリングの

際にどうですかとお尋ねをしたものでございます。

○清水委員 何回も申しますけれども、常々理事者側は書類に対する重要性について議論

される。なおかつ公文書についてもここまでが公文書であるということを議論されている

わけです。今回もほかの自治体でもいろいろありました。国でもありました。このような

ものは公文書でも何でもないと言っても通じない世の中です。ですので、きちんとすべき

だと申し上げているのです。

単に負担金について、例えば、各市町村が結果が一緒だという判断をされても、奈良県

が、例えば、各市町村を飛ばして、市町村負担金を求めなくて県の条例で各受益者から負

担金を取るということもできるわけです。そうなれば、市町村の税を使わなくて、個人の

受益者負担から直接奈良県が徴収をするということが可能になる条例ではないですか。そ

れを制定していない。制定しているのは大阪府だけです。そこに問題点があると申し上げ

ているのです。

ですので、今後について、方向性をどうされるのかということもきちんと各市町村長に

この事実を知らせていただいて、今後、どういう体制を組まれるか、再度聞き取りをされ

るのか、文書を発付されるのか、その辺について加藤県土マネジメント部長、再度答弁を

お願いします。

○加藤県土マネジメント部長 まず、各市町村にどのようなニーズがあるのかといったこ

とについて、改めてヒアリングをして、県に条例をつくってほしいというようなニーズが

あることがわかってくれば、改めて各首長に判断を求めることも考えていきたいと思いま

すけれども、まずは各市町村のニーズについてよく把握をしてまいりたいと思います。

○清水委員 議論が食い違ってますけれども、要は、市町村が求めるから県が条例をつく

るということではないのです。県条例として必要か否かということをまずは理事者の中で

議論してください。議論した上で、各市町村に対して我々はこう考えていますけど、どう

ですかというのが本来の県条例をつくるときの手続ではないですか。

今まで県が条例を制定するときに、各市町村に全部意見聴取されたのですか。そんなこ

とないでしょう。ですので、正しいか正しくないかということを申し上げるのではなくて、

結果がこれでよし、全く一緒だから何もしないでいいということではないと申し上げてい
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るのです。

先ほど言いました、第９条と第１０条に明記されている各個人の責務を奈良県が明らか

にすると。今まさにしようとしている総合治水対策条例、これらについても奈良県全土の

保全のために奈良県が制定する条例であって、その内容について、各市町村に意見聴取を

するわけではないですか。ですので、この件については主体が違うと私は申し上げておき

ます。

次に、同じく負担金についてですが、流域下水道の負担金について、先ほどご説明をし

ていただきました。下水道法の第２条の２、流域下水道の整備総合計画が定められており

ます。こんな中で、奈良県の今４カ所、大和川上流流域下水道で２カ所、それと宇陀川流

域、吉野川流域という流域下水道があるのですが、それらは全ていまだに工事中なのです

か。教えてください。

○小西下水道課長 流域別下水道整備総合計画については、それぞれの流域で定めており

ます。年次はそれぞれですけれども、大和川では大和川の流域別下水道整備総合計画、紀

の川では紀の川の流域別下水道整備総合計画をそれぞれ定めて計画として今、進んでいる

ところでございます。

○清水委員 その中で、同条の第３項第６号に、下水道の整備に関する費用効果分析が含

まれていますよね。これらについて変更があるときは、直ちに流域別下水道整備総合計画

をやり直しなさいという規定があるわけです。もしも完成形の流域下水道があれば、将来

投資についてはほとんど出てこないわけです。例えば、奈良県４流域の下水道が整備され

ていますけれども、この中で今後の整備が必要ないと判断をすれば、各市町村に対して第

２条で維持管理等々については各市町村ができるとなっておりますので、市町村にその移

管をしても構わなくなってしまうのかと私は感じているのです。

特に、初期投資が終わってしまえば、当然のことながら、用語の定義の中で、２つ以上

の市町村がこの処理場もしくは流域下水道を処理場とみなして流すときは、流域下水道と

して工事ができると、こうなっていますよね。それが一つになった場合は、当然呼び方と

しては公共下水道になってしまいますので、それらの資金計画も全部含めて、再度見直し

をしたときには、公共下水道として整備をしていただいて、流域別下水道整備総合計画か

ら外しますということはあるのかないのか。答えていただきたいと思います。

○小西下水道課長 流域別下水道整備総合計画といいますのは、その流域の受け持つ汚濁

の負荷量等についてチェックをするものでございます。ですから、流域下水道及び公共下
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水道、それらを合わせて流域別下水道整備総合計画の中でチェックすると理解しておりま

す。

○清水委員 概要についてはわかりました。細かい内容については、別途私も勉強したい

と思いますので、よろしくお願いします。以上です。

○太田委員 １点、確認だけさせていただきます。議第５５号の（仮称）登大路バスター

ミナル新築工事（建築工事）の今回２６億５，０００万円という契約ですが、全て合わせ

て最終的にどれぐらいの規模の工事になるのか、その点についてお伺いをいたします。

○上平奈良公園室長 今まで使ったお金と、今建てている建築のお金と、あと今度は設備

関係も全て入りまして、今、５０億円と考えております。以上でございます。

○太田委員 よろしいです。

○乾委員長 ほかになければ、これをもちまして付託議案についての質疑を終わります。

続いて、付託議案について、委員の意見を求めます。ご発言願います。

○井岡委員 付託されました議案全てに賛成をいたします。

○清水委員 議第５３号については、私どもは県としての条例を整備すべきという立場に

おりますので、反対をいたします。

○太田委員 議第５５号ですが、このバスターミナルの施設整備は、以前から奈良公園周

辺の渋滞対策として進められるという説明でしたけれども、解消されるとは考えられない

ことと、この敷地が世界遺産のバッファーゾーン、また名勝奈良公園の中にあり、景観を

大切にしなければならないということから、建設は見直し、施設規模を縮小すべきという

立場から反対させていただきます。

○乾委員長 まず、議第５３号中、当委員会所管分については、委員より反対の意見があ

りましたので、起立により採決をいたします。

議第５３号中、当委員会所管分について、原案どおり可決することに賛成の方の起立を

求めます。

（賛成者起立）

ご着席願います。起立多数であります。よって、議案第５３号中、当委員会所管分は、

原案どおり可決することに決しました。

次に、議第５５号については、委員より反対の意見がありましたので、起立により採決

いたします。

議第５５号について、原案どおり可決することに賛成の方の起立を求めます。
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（賛成者起立）

ご着席願います。起立多数であります。よって、議第５５号は、原案どおり可決するこ

とに決しました。

次に、残余の議案については、一括して簡易採決により行いたいと思いますが、ご異議

ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

それでは、お諮りします。議第５１号、議第５２号及び議第５４号については、原案ど

おり可決することに異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

ご異議がないものと認めます。議第５１号、議第５２号及び議第５４号については、原

案どおり可決することに決しました。

次に、報告案件についてでありますが、報第１号中、当委員会所管分、報第２号、報第

３号、報第１３号から報第１５号、報第１８号、報第１９号中、当委員会所管分、報第２

０号中、当委員会所管分及び報第３１号中、当委員会所管分については、先ほどの説明を

もって理事者により詳細な報告を受けたこととさせていただきますので、ご了承願います。

これをもちまして、付託議案の審査を終わります。

次に、その他の事項に入ります。

まず、県土マネジメント部長から適正な下水道使用料の徴収に向けた取り組みほか４件

について、まちづくり推進局長から奈良県住生活ビジョンの改定について、まちづくり推

進局理事から世界に誇れる奈良公園を目指してについて、水道局長から川西町における直

結配水開始について、報告を行いたいとの申し出がありましたので、県土マネジメント部

長、まちづくり推進局長、まちづくり推進局理事、水道局長の順に報告を願います。

○加藤県土マネジメント部長 それでは、私から５点、ご報告させていただきたいと思い

ます。

まず、報告１、適正な下水道使用料の徴収に向けた取り組みについてでございまして、

これはいわゆる井戸水の課題でございます。背景のところにありますように、井戸水を使

う場合に井戸水のメーターを設置していただかないと、下水道への流出が過少申告となっ

て、使用料の不正、未払いが発生するという課題がございます。井戸水を使用している事

業者などの排水の実態を的確に把握して、適正な下水道使用料の徴収に努めるということ

が課題になってくるということでございます。
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このような課題に対する取り組み状況ですけれども、この１ページ目の中ほど下にござ

いますのが、昨年度までの取り組みでございます。平成２７年１２月に、関係流域１０市

町村に参加いただいて、不適正排水排除検討部会を設置いたしまして、どのように取り組

むか等を検討してきたものでございます。平成２８年度の取り組みといたしましては、大

きく３点、戸別訪問、広報・周知、それから市町村の下水道条例の改正といったような取

り組みをそれぞれここに記載しているような内容で実施をいたしました。

次のページでございます。平成２９年度の取り組み方針でございます。取り組みの枠組

みは変わりません。１つ目の戸別訪問でございますけれども、今年度は水使用料の多い業

種を５つ選びました。旅館・ホテル業、公衆浴場業、食料品製造業等々５つの業種を対象

として選びまして、この中から下水道に接続しているであろう事業所をリストアップいた

しました。全部で３３３事業所でございます。リストアップされた事業所に対しまして、

市町村が手分けをして、ドアをノックして調査をさせていただいているということでござ

います。旅館・ホテル業、公衆浴場業につきましては、５月、６月で訪問させていただい

て、水道水、井戸水などの使用状況等々を調査させていただいています。５月、６月で１

０２事業所を訪問する予定で、現在までに８４の事業所について訪問調査を終えたところ

でございます。

これまで、不適正な事例というのは直接見つかっておりませんけれども、今後の調査に

向けまして、調査手法等も検討を行い、チェックを行いながら、ことしの８月、９月で食

料品製造業、飲料製造業、化学工業の２３１事業所のドアをノックして、井戸水の使用状

況等々を訪問調査させていただきたいと考えてございます。

それから、もう一つの取り組みが広報・周知でございます。戸別訪問をしながらやって

いますということを広く業界全体に周知をし、注意喚起を促すことを考えてございます。

商工会議所等の会報誌を活用させていただき、８月をめどに周知を行ってまいりたいと考

えてございます。このほか、県の広報等々、いろいろなツールを使って、周知、注意喚起

を進めていきたいと思います。

それから、もう一つが市町村の下水道条例の改正でございます。井戸水の使用を行う際

には届けてくださいという義務を条例の中で明記をし、罰則も設けていくという内容でご

ざいます。昨年度の取り組みで、下水道があります２８市町村のうち５市町村で、昨年度

までに対応が済んでおります。条例改正がされていない市町村に向けましては、県から改

正に向けて働きかけを行っているところでございまして、今年度はこれまでに１０市町村
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において改正をするというお返事をいただいているところでございます。１０市町村にお

いて改正がいただけますと、２８市町村中１５市町村が井戸水の使用について届出の義務

がある条例になってまいりまして、半数以上が対応ができているということになります。

さらに条例の改正も推進していただけるよう、こういった取り組みを引き続き働きかけて

いきたいと考えてございます。

続きまして、報告２、（仮称）中町「道の駅」の整備に向けた基本的な考え方について

でございます。この案件につきましては、６月２６日の一般質問でも知事から答弁をさせ

ていただいたとおりでございまして、基本構想とでもいうべき方向性が定まってまいりま

したので、ご報告をさせていただくというものでございます。

経緯等々については省略させていただきますけれども、方向性といたしましては、道の

駅のコンセプトのところにあるように整理をされてまいりました。導入する機能といたし

ましては、公共交通の結節点としての機能、あるいは奈良の観光ゲートウエーとしての機

能ですとか情報発信拠点としての機能、それから農産物の直売所など物販ができる地域振

興拠点としての機能、大きく３つの機能がふさわしいと考えてございます。また、こうし

た機能を実現、整備する上で、癒やしとくつろぎを提供できる空間、あるいは広域防災拠

点としての役割を担えるような空間、こういった考え方で整備をしていきたいと考えてご

ざいます。

道の駅の構成ということでございますけれども、この計画地全体での面積が４ヘクター

ルございます。今申し上げさせていただいたような機能等を実現する上では、これまでの

道の駅の例などを大体踏まえますと、おおむね３ヘクタールあれば十分であろうというこ

とで、南側の１ヘクタールにつきましては、民間活力を使いまして、一体的なものとして

整備をしていくということでございます。

一番下の今後の予定でございますけれども、このような基本的な方向性が定まってまい

りましたので、ここに掲げている内容について、具体化に向けた検討を進めていきたいと

いうことでございます。導入する施設の具体的な配置、そういったものをめぐる利用者の

動線、施設の管理・運営方法、進入路、出入り口等の位置、この道の駅へのアクセスとい

うことになってまいります。それから、民間活力を活用していく上での手法や具体的な手

続について具体化を図ってまいりたいと考えてございます。

続きまして、報告３地方版図柄入りナンバープレートの導入に向けた取り組みについて

でございます。この委員会でもご報告させていただきましたが、第１回のデザインの公募
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を終えてございます。ことしの２月２４日から４月４日まで公募をいたしました。この公

募は、昨年の８月に国土交通省が示した制度概要に基づいて実施をいたしました。この４

０日間の公募によりまして、１５の応募者から都合２４作品の応募があったということで

ございます。

ここまではよかったのですが、実は、ことしの５月になりまして、国土交通省から改め

て、この図柄入りナンバープレートの要項が公表されたのですけれども、その内容に従来

から変更点があったということでございまして、大きな変更点でございますけれども、従

来は寄附金つきと寄附金なしの２種類応募していいということで制度概要があったわけで

すけれども、最終的には１つのデザインでということになりました。そして、寄附金つき

と寄附金なしはフルカラーかモノクロかというようなことで区別をするということで、内

容の変更がございました。

また、県から国への提案の時期でございますけれども、当初、ことしの夏ごろとされて

いたものがことしの１２月１日までと、期間も少し後ろ倒しになっているということでご

ざいます。

さらに、新たな地域名表示についても追加で受け付けるということが示されたわけでご

ざいます。

このような国土交通省の制度変更を踏まえまして、５月１６日に第２回の審査会を開催

いたしました。その結論といたしましては、既に応募いただいている方々には救済措置を

講じるということ、きちんと説明するということ、国土交通省の受け付けが夏から１２月

にずれてきましたので、再度新しい要件でのデザインの追加公募を行うことになったわけ

でございます。

その後、新たな要領、公募の要領等々整備いたしまして、今後のスケジュール（案）で

ございますが、デザイン案の追加募集を６月２７日から４２日間の期間で始めたところで

ございます。

その後でございますけれども、８月下旬に国土交通省に対しまして導入意向を表明する、

９月上旬に公募に基づくデザイン案を選定いたしまして、県民等に意見を募集していく、

９月下旬に正式に国土交通省へ導入の申し込みをする。そして、１０月下旬、市町村の同

意をいただいた上で、１１月中旬には国土交通省に提案するデザイン案を最終決定いたし

まして、１２月１日までに国土交通省へデザイン案を提案するという形で進めてまいりた

いと考えてございます。
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次のページをお願いいたします。こちらは新たな地域名表示の追加の基準についてでご

ざいます。奈良県内において、奈良ナンバー以外にも追加を申し込みできる可能性がある

ということです。奈良県におきましても、平成２５年でございますけれども、橿原市を中

心に飛鳥ナンバーの導入に向けた動きがございました。そのときは、この登録車両台数が

１０万台を超えていることとの基準がハードルになりました。結局５万台程度ということ

になりましたので、導入を断念したわけでございますけれども、今回、こうしたハードル

が若干下がってきているようでございます。基本的には登録自動車台数が１０万台を超え

ていることですけれども、登録自動車台数がおおむね５万台を超え、相当程度の知名度を

有することという条件も新たに加わりましたので、今後、県で各市町村に意向調査を行い

まして、導入意向を持った市町村があれば県としても積極的に支援し、一緒になって取り

組んでまいりたいと考えてございます。

続きまして、報告４でございます。大和川流域における総合治水に関する条例の制定に

ついてでございます。平成２７年度以降、本格的に検討着手いたしましてから、随分時間

がたちましたけれども、次の９月議会に条例案を提出する目途が出てまいりました。条例

制定の背景ですとか目的は省略をさせていただきまして、この条例の特色について申し上

げたいと思います。

ためる対策にありますように、まず、この特色の一つでございますけれども、１，００

０平方メートル以上の開発を中心とした特定開発行為については、防災調整池の設置を義

務づけていく。そして、この条例の中で罰則も設けていくということが１つ目の特色でご

ざいます。

また、このためる対策の下にありますように、ため池の治水利用、あるいは水田貯留、

ため池の保全、農地の保全、森林の保全といったように、農、林、こういった分野の取り

組みも条例の中に積極的に位置づけていくことが２つ目の特色になってこようかと思いま

す。

そして、１０年確率降雨で想定浸水水深が５０センチメートル以上の区域の市街化調整

区域については、市街化を抑制しようということで、新たに市街化区域として定めないと

いった内容を条例の中ではっきりと定めていくことが３つ目の特色であろうかと思います。

そして、この資料の一番下にありますように、総合治水の推進体制ということで流域の

上下、支川の上下流の市町村、それと県が一体的に取り組む仕組みづくりを盛り込んでい

るということでございます。支川の流域市町村と県が協定を結ぶことができる。そして、
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協定を締結したときは計画を策定し、公表する。そして公表された計画に位置づけられて

いる事業については、県の事業であれば県がこれを積極的に推進するし、市町村のものに

ついては積極的に支援するという、まちづくり連携協定の仕組みと同じような形を条例の

中にはっきりと書き込んでいくことが４つ目の特色であろうと考えてございます。

２ページ、条例の概要ですけれども、パブリックコメントにつきましても今後行います

が、このような形で行っていくということを考えてございます。第何条、第何条といった

書き方にはなってございませんけれども、おおむね条例の構成を示すことになってまいり

ます。

防災調整池の設置の義務づけということで、この設置義務づけの実効性を担保するため

に、監督処分、あるいは立入検査、そして罰則とありますけれども、一連の監督処分、立

入検査も踏まえて、罰則も行っていくという内容を考えてございます。

施行期日についてでございますが、平成３０年の４月１日を考えてございます。

なお、内容の一部については、知事が基準等々を定め、それに基づきといったような内

容がございますので、その準備等にも時間を要するということで、平成３０年の１０月１

日を施行日としたいと考えてございます。

４ページ目奈良県総合治水対策推進委員会、学識者等による委員会でございますけれど

も、６月１４日に開催をさせていただき、ご了解をいただいたところでございます。

今後のスケジュールでございますが、７月５日に大和川流域総合治水対策協議会を開催

します。これは知事、近畿地方整備局長、そして流域の２４市町村長も出席するわけでご

ざいますが、こうした場で最終的な確認を市町村に対してさせていただきたいと考えてご

ざいます。続いてパブリックコメントを平成２９年７月６日から８月４日の予定で行わせ

ていただいて、９月議会に上程をしてまいりたいと考えてございます。

最後になりますけれども、資料５、「公共事業の主な事業箇所」の事業費の変更につい

てでございます。これは毎年定期的に報告をさせていただいているものでございますけれ

ども、平成２７年度２月補正予算及び平成２８年度当初予算、平成２８年度９月補正予算、

平成２８年度１２月補正予算、こういった予算編成の機会に主な公共事業箇所といったも

のを報告をさせていただいております。これまで１２０箇所を報告させていただいており

ますけれども、このうち平成２９年度３月末時点で事業費が３割以上ふえたり減ったりし

た事業が２２事業ございますけれども、これについてその理由等を報告させていただくも

のでございます。
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まず増額した９事業紹介させていただいてございます。個々にはご説明しませんけれど

も、難航していた用地が急展開して用地取得できるようになったため、そういった用地買

収を促進するため増額をさせていただいたような案件、あるいは事業調整の関係で追加の

調査が必要となって増額させていただいたものと、災害復旧のような、特に、国道１６８

号の西吉野の件でございますけれども、昨年４月の大規模なのり面崩壊に対する事業箇所

でございます。緊急的な対応であったため、当初十分な精度をもって事業費を確定するこ

とができなかった等々の事情でございます。

３ページ目用地取得の難航や地元協議などにより事業費を減額するものが１３事業ござ

います。用地買収が難航したケース、あるいは現場の施工条件の変化等により、工事行程

を見直したケース等が１３事業ございます。

私からの報告は以上でございます。ありがとうございました。

○乾委員長 金剛まちづくり推進局長、簡潔にお願いします。

○金剛まちづくり推進局長 それでは、報告６でございます。奈良県住生活ビジョンの改

定につきまして、報告します。

現在の奈良県住生活ビジョンにつきまして、策定後５年を経過するということで見直し

を行うものでございます。人口、世帯数の減少、空き家の増加、そういったものを踏まえ

て、施策を盛り込む骨子案を検討中です。記載のとおり、住み続けられるまちをつくる、

住まいを必要とする人を支える、住まいの質の向上を図るという三本柱で今骨子を固めて

作業しております。

右のスケジュールをごらんください。有識者によります住生活推進委員会を置いて検討

を進めております。９月議会を経まして１２月議会に付議をさせていただきたいと考えて

おります。以上でございます。

○中西まちづくり推進局理事観光局理事 私からは、報告７「世界に誇れる奈良公園」を

目指してということで、現在、そのタイトルどおりいろいろ、進めているわけでございま

すが、この中の４番吉城園周辺地区、高畑町裁判所跡地、この２カ所におきまして、いろ

いろな方々からいろいろ意見をいただいておりますが、情報も錯綜してるように思います

ので、経緯を含めてしっかり、ホームページ等でも県としての考え方を外に発信しておる

わけでございますが、再度ここできちんと報告をさせていただきたいと思いまして、ここ

でお時間をいただきました。

これまでの取り組みでございますが、平成２３年３月に策定いたしました「名勝奈良公
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園保存管理・活用計画」、それからそれを受けて平成２４年２月に策定しました「奈良公

園基本戦略」、その核となる奈良公園の維持、利活用という部分を中心としまして、この

大きな２番のところにございます春日山原始林の保全、奈良の鹿の保護・育成、そして奈

良公園内の適切な樹木の管理による植栽景観づくり、それ以外に新たな歩道の整備であり

ましたり、若草山麓の整備等々の事業をやってきておりまして、現在、県庁の前の登大路

園地、この前までオクトーバーフェスタをさせていただいたところですが、よく見ていた

だきますと、松の植栽も既に始まってきております。奈良公園の松が減ってるということ

を受けまして、そういう部分をやっております。

そして、３番、その考え方のもとになりますが、「奈良公園地区整備検討委員会」、さま

ざまな有識者の方、そして民間のいろいろな事業者の方が入ったこの委員会の中で議論を

しながら、この吉城園、高畑地区の整備に入ってきたわけでございます。吉城園でござい

ますが、写真で見ていただきますと上からでございますのでわかりにくいのですが、知事

官舎をはじめとしまして、近代建築物と庭が織りなす空間ということであるわけでござい

ますが、ちなみにほとんどの建物が余り使われておらず、中にはもう既に旧青少年会館の

ように朽ちてしまったものもございますが、今回、この建物をしっかり残しながら、その

中を活用していく、そして庭園もそのまま残すという形でこの右側のイメージ、絵と写真

の違いはございますが、外観的にはほとんど変わらない中でこのエリアがしっかり生きて

くるものだと考えております。

それから、その下の高畑町裁判所跡地ですが、特にここはいろんな意見が多いのですが、

この左の整備前というのを少し見ていただいたらよくわかりますが、平成７年の空中写真

でございます。ここに白い建物が見えていると思いますが、官舎が建っていた場所でござ

います。その官舎がなくなりまして、草木が伸び放題になったところでございますが、こ

の整備後のイメージ、右側を見ていただきますと、今のところをしっかりと形を残して、

より奈良公園に合う形で整備をするというのがこのイメージでございます。

これを全部県でやるのではなく、民間からお金をいただいて、もしくは民間とともにや

っていこうというわけですが、２ページ目、今、いろいろ出てる意見でございまして、

我々もよく外からの問い合わせに答えているわけでございますが、今の図面等を参考にし

ていただきまして、奈良公園に巨大なリゾートホテルが建つのですかとよく質問がござい

ますが、先ほどの絵のとおりでございまして、全然巨大なリゾートホテルではございませ

ん。そして、宿泊者以外も利用できるのかというのは、当然今の場所がもともと閉鎖され
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た空間になってるところでございますので、逆にそれを宿泊施設、飲食施設等々ができま

して、また高畑におきましては、従来から大正時代につくられた庭園の復元もします。そ

ういう意味では、今までよりも広く多くの方に使っていただける空間になると感じており

ます。

奈良公園の美しい景観を壊すのではという質問については、それも先ほどの図面を見て

いただいたとおり、しっかり今の景観は残しながら整備をしていくものでございます。

そして、世界遺産「古都奈良の文化財」に影響はないのかという質問については、奈良

公園全体が世界遺産「古都奈良の文化財」のバッファーゾーンのようなものですが、当然

それに影響を与えることはございません。

そして、これも高畑の話になりますが、国指定天然記念物奈良のシカが住む場所はなく

ならないのかという話でございますが、そもそもこのエリアは鹿が入っていなかったエリ

アでございますので、そのためにいろいろな植栽が残っております。そこについては、同

じように鹿が入らない場所としてしっかり守っていきたいと思います。

あとは、国指定特別天然記念物「春日山原始林」は壊さないのかというような話も出て

おりますが、全然場所的に違うところでございまして、あくまで世界遺産のバッファーゾ

ーンであることをしっかり踏まえて、豊かな植栽環境を維持、管理していきたいと思いま

す。

そしてよく言われます、住民の意見はしっかり伝わってるのかという部分につきまして

は、つい先日、文化庁からこの整備についての現状変更の許可をいただきました。今後は

それを受けて着々と進めていくわけですが、しっかりと地元住民への広い意味で多くの方

にしっかりと説明会等を開催していく予定でございますので、その辺を含めながら、また

議会でもぜひご指導、ご支援のほどよろしくお願いしたいと思います。

今後もきちんと情報を伝えながら、そしてよりよい奈良公園、世界に誇れる奈良公園に

するために頑張っていきますので、よろしくお願いします。以上でございます。

○西川水道局長 水道局からは、直結配水についてのご報告をさせていただきます。

右肩に報告、平成２９年６月水道局と記載した資料があると思いますので、ごらんくだ

さい。

磯城郡では、県域水道ファシリティーマネジメントとしまして、県水転換、直結配水、

それから３町による広域化を進めているところでございます。このたび、川西町におきま

して、資料右下に写真を載せておりますが、減圧弁などの施設整備が完了しまして、資料
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の左上、囲みの一番下の行にございますように、去る６月１５日の午前２時４５分に県下

で初めて直結配水を開始したところでございます。その下に記載しておりますように、切

りかえ作業につきましては、配水量の少ない深夜に行いまして、滞りなく完了いたしまし

た。その後、その下の表、記載しておりますのは、水道法によりまして毎日検査が義務づ

けられております水質３項目についてでございますが、配水量の増加しました午前７時に

おきましても問題なく基準をクリアしたところでございます。

このような県域水道ファシリティーマネジメントを進めることによりまして、資料の左

下に記載しておりますように、将来の給水原価の上昇を抑制する効果が期待できますこと

から、今後とも磯城郡以外の地域におきましても県地域振興部と連携しまして、市町村と

共同で取り組みを進めてまいりたいと考えております。

私からの報告は以上でございます。

○乾委員長 ただいまの報告、またはその他事項も含めて、質疑があればご発言願います。

○井岡委員 大和川流域の総合治水について、パブリックコメントが７月から開催される

ということなので、最後の委員会になりますので、一言、意見と少し質問をさせていただ

きたいと思います。

この治水対策のいろいろな制限、１，０００平方メートル以上の開発は限られるとのこ

とですけれども、これ以外の、例えば、駐車場等の農地転用の場合どうするのか、それか

ら以前に開発されて区画形質の変更がその後なされて、用途等が変更された場合は、これ

に今までは入らなかったと思いますけれども、その点をどうするのか。

それから、もう一つは、開発許可付与、１年以上前に従前に区画形質の変更がされてな

く、駐車場等に使われていて、市街化区域内で、その１年後以降に開発をする場合は許可

付与になるケースがございます。その場合にどうされるのか。

そして一番大きいのは、今回、今、大和中央道をつくっていただいておりますけども、

国の京奈和自動車道は一番上の高速の部分ですね。あの部分は容積を図って貯留池を、三

宅町、川西町、田原本町にはつくっていただいております。それはかなり要望させてもら

ってつくっていただいておりますけども、中和幹線にしても、大和中央道にしても、県の

道路には、当てはまらないか、対策もしてないと聞いております。取り組みに中和幹線な

んかは全然対策をされていなかったと聞いております。民間で１，０００平方メートル以

上で厳しくするならば、いっぱいほかも抜けてるところがあると思いますので、その辺を

どうされるのか。また今回それをされないのであれば、今後どう考えていくのか、お尋ね
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します。

○入口河川課長 大和川流域における総合治水に関する条例、特に防災調整池の新たに定

める対象となる開発行為についてのご質問でございます。

今回の条例で、特に最終的に罰則等の対象になると考えています行為は、資料報告４の

２ページの左下、⑦防災調整池等の一番下段４行に書かせていただいておりますが、対象

となりますのは特定開発行為とさせていただいております。特定開発行為は、採石法、宅

地造成等規制法、砂利採取法、都市計画法に基づく１，０００平方メートル以上の開発及

び森林法に基づく１万平方メートルを超える開発を行うため、知事の許可が必要な行為と

させていただいておりまして、施行日以降に、新規にこれらの法律に基づいて知事の許可

が必要な開発行為が対象でございますので、これに該当しない案件につきましては、この

条例に基づく技術基準に定めた防災調整池の設置を求めるものではないということになり

ます。

それから、既開発済み等の件についても同様でございます。この特定開発行為に該当す

るかどうかで判断することになります。

それから、道路事業等に対する調整池の設置義務でございますけれども、本県では、現

時点で道路事業者に対して防災調整池の設置は義務づけていませんが、大規模な都市計画

道路につきましては、浸水被害のおそれがあるものについては、治水協議をするよう都市

計画決定時には意見を付しているところでございます。道路事業者に対し防災調整池の設

置を義務づけてはおりませんけれども、大規模な道路事業である京奈和自動車道や郡山下

ツ道ジャンクション、また既存の道路におきましては、大和中央道や高田バイパスなどで

調整池や貯留施設を設置いただいてる事例もございます。県の新設道路でも浸水区域の上

流や浸水区域内の都市計画道路では対策を検討していただいているところもございます。

県としては、調整池を設置してもらうことが望ましいと考えておりますけれども、用地

的な制約や、構造的な制約等もございまして、全ての新設道路で設置を求めることは困難

と考えております。ただ、少しでも対応していただけるよう、今後も道路管理者に対して

協力を求めていきたいということでございます。以上でございます。

○井岡委員 農地が抜けていましたけれども、最近、ソーラーとか農地転用されて、下に

草が生えるから防草シートを敷いて、そのまま水が流れるケースがあります。結構大きい

面積が農地転用されているし、今、農地転用されているのはソーラーが多いんです。今後

この委員会でこういうことを議論してもらうとか、今後につなげるとか、そういう形で一
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言入れていただきたいと思いますし、それから、既開発についてはわかりましたし、細々

したことも抜けているところもございますけれども、その辺も十分把握していただいて、

例えば、道路であれば簡易側溝で深い側溝にすれば、透水性などはすぐぼろぼろになるか

ら余り効果はないけれども、そういうことも考えていただきまして、よろしくお願い申し

上げます。この委員会でするとか後をどうするというのがあれば、もう一度答弁いただい

て終わります。

○平岡河川政策官 この条例を検討するに際して、農地転用というのは影響があるか注目

はしておりました。過去の状況を調べてみますと、市街化調整区域の農地は、１万５，０

００ヘクタールぐらいあります。そのうち、１１年間を調べました。１１年間で２８０ヘ

クタールぐらい、そのうち、宅地になってるのが５０ヘクタール、それ以外が資材置き場

とか駐車場とか、今おっしゃられたソーラーというようなことでございました。さらに、

流出増につながっているかどうかという観点から見てみますと、宅地を除いた後の駐車場

とかについては、３割ぐらいが舗装されているという状況でございました。

かなり規模の小さいものも多いというような状況を踏まえると、調整池をつくることは

難しいのかなと、現実的ではないということで、現段階では、舗装をするのであれば、例

えば浸透性、あるいは井岡委員が今おっしゃられた枡を設けることを努力していただくと

いうことで農地の保全と位置づけております。以上です。

○井岡委員 最後ですけれども、農地転用するときにいつも計画書を出しますね。完了届

も出さなければならないという罰則規定もございませんし、結構緩いところがございます。

ただ、計画段階で必ずここを舗装します、水を近隣に迷惑をかけない溝をつくります、簡

易側溝で雨水対策しますと、その計画に入れていただいたら、いくらかの防波堤になると

思いますので、その辺を農林部と話し合っていただいて、農地転用のときに必ず厳しくし

ていただくようにお願い申し上げまして、終わります。

○岩田委員 １点お尋ねします。

近鉄奈良駅ですけども、近鉄奈良駅の行基のほうも北側も、それと西側の出口のタクシ

ー乗り場があるほうも、エレベーター、エスカレーターが前々からないわけですけれども、

いろいろ聞いてますと、ビルのほうにはあるらしいですけども、この肝心の奈良公園のほ

うの右左、皆さんご存じのように大分深いところに駅があるわけですけれども、これは一

体どういう考えでおられるのか。計画があるのかどうなのか、その辺をお答えいただけま

すか。
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○大庭道路環境課長 近鉄奈良駅におけるエスカレーターですけれども、まず、近鉄奈良

駅は奈良公園の玄関口で来訪される方の利便性やバリアフリーの観点から、エスカレータ

ー、エレベーターの充実が必要と認識しております。現在、近鉄奈良駅には、地下コンコ

ースと地上とを結ぶ昇降設備としてエスカレーターが２カ所、エレベーター１カ所が設置

されております。しかし、いずれも駅の南側にあり、大宮道路を挟んだ北側には昇降設備

は設置されておりません。

このため、平成２５年度、近畿日本鉄道株式会社に対して一定の県負担を前提に近畿日

本鉄道株式会社の所有である北側の第１階段にエスカレーターを設置する協議を行った経

緯がございます。しかし、地下埋設物が原因で事業費が高くなり、近畿日本鉄道株式会社

との費用面における協議が調わなかったことから、エスカレーターの設置には至りません

でした。

なお、奈良公園に来訪される方がふえる中で、まちづくりや観光振興の観点からもエス

カレーターが必要で、近畿日本鉄道株式会社のご協力が欠かせないと考えております。奈

良公園の玄関口にふさわしい環境を整えるためには、ぜひとも近畿日本鉄道株式会社に奮

起をお願いしたいと考えております。現在、近鉄奈良駅から奈良公園周辺において、（仮

称）登大路バスターミナルの整備をはじめ、大宮道路の歩道のバリアフリー化による移動

環境の改善、さらには、吉城園や高畑でも奈良公園の魅力を高めるプロジェクトが立ち上

げられており、駅前においても地域の商店街がアーケード看板の改修に向けたデザイン案

の公募をするなど、さまざまな取り組みが行われております。今後、近鉄奈良駅周辺にお

ける交通結節点の機能を高めるプロジェクトが出てくることもあるでしょうから、このよ

うな機会を捉えて、近畿日本鉄道株式会社に申し入れをしてまいりたいと考えております。

以上です。

○岩田委員 今も言われましたが、奈良公園の出口というか、受け皿ですから、それと今、

県庁の東側に今度ターミナルもできると。一遍に２つも大変ですけど、地下埋設物は当然

ある。お金の問題で、近畿日本鉄道株式会社がオール負担なのか、その辺のこともいろい

ろあるでしょうけれども、やはり県も近畿日本鉄道株式会社と詰めて、少なくとも早急に

東側のターミナルが供用開始するころまでには北側のほうだけでも何としてもしないとい

けないという気持ちで近畿日本鉄道株式会社と交渉もし、県の出費も考えてやっていただ

きたい。

タクシー乗り場のほうも高齢者を見てますと、西側からタクシーまで階段２回ぐらい曲
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がって上がってます。やはりＪＲよりもこの近畿日本鉄道株式会社が一番大事だと思いま

すので、よろしくお願いします。

○太田委員 ３点質問させていただきます。

まず、大和川の総合治水対策についてでございますけれども、今回、この条例制定に向

けて骨子案を、パブリックコメントで諮るということで、ぜひ一人でも多くの住民にご意

見を伺うことをお願いしたいのですけれども、パブリックコメントといいますと、インタ

ーネットでやりとりをするというのが基本になってくると思うんですけれども、今回、郵

送やいろいろなツールを使って、また県民だよりでもお知らせをしていただいているとい

うことです。昨年も提案をさせていただきました大和川ジャーナルが、非常にいい雑誌で

あるにもかかわらず、全市に、全県民に行き渡っていないということで、とりわけ、今回

の課題につきましては多くの皆さんに見ていただく形をとってパブリックコメントを実施

していただきたいと思うわけですけれども、その点について、お考えをお聞かせいただき

たいと思います。

○入口河川課長 大和川ジャーナルでございますけれども、県では昨年から大和川流域に

関する情報誌として作成、配布しているところでございまして、昨年は１号、２号の発刊

をさせていただいたところでございます。今回、太田委員ご指摘のとおり、このパブリッ

クコメントの時期に先立ち、大和川ジャーナル第３号を条例に関する特集号として、条例

による取り組みの内容を県民の方にわかりやすく紹介するとともに、このパブリックコメ

ントの実施についてもここで記載して紹介しようと考えているところでございます。この

ジャーナルの中身につきましては、河川課のホームページでもごらんいただけるのですけ

れども、骨子案の閲覧場所、河川課、それから県民お役立ち情報コーナー等でも見ていた

だくことはできますし、流域の５土木事務所、それから２４の市町村役場でも配置させて

いただこうと思っております。さらに、ご協力をいただけました１６の市町村では、その

各市町村の広報紙とあわせて各戸配布していただくことにもなっております。これらとあ

わせまして、募集期間中に県が実施しますイベント等でも、積極的にこの大和川ジャーナ

ルを配布して、条例の内容と、それからパブリックコメントの実施について周知に努めた

いと考えているところでございます。以上でございます。

○太田委員 今回新たに各戸配布をされる市町村というのはどこでしょうか、教えてくだ

さい。

○入口河川課長 １６市町村ですけれども、橿原市、天理市、大和高田市等でございまし
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て、昨年発行しました大和川ジャーナル、１号当たり６万部の発行でございましたが、今

回は流域内市町村の各戸配布の分も加味しまして２０万部強の発行を予定をしております。

各戸配布によりまして流域内のかなりの住民の方のお手元に届けることができるのではな

いかと考えているところでございます。

○太田委員 大和高田市も入れていただいて、ありがとうございます。昨年お聞きしまし

たら、１５０部しか大和高田市には届いてなく、どう配る、活用するかと困られてたので

すけれども、今回、全戸配布ということですので、第１号、２号から比べたら３倍の配布

量ということでございます。多くの皆さんからご意見を伺って、それを条例に制定してい

ただきたいと思っております。ただ、条例そのものは解釈するのに非常に難しい部分があ

りますので、あらゆる機会を使って、例えば今、課題になっているのは、小規模開発の問

題であるとか、あるいはため池が減水しているとか、小規模開発が増加しているとか、い

ろいろな課題があると思うのですけれども、わかりやすく県民の皆さんに伝える努力もあ

わせてお願いしておきたいと思っております。よろしくお願いいたします。

続きまして、奈良公園の問題でございます。先ほどもご説明ありましたけれども、今回、

奈良公園の２つの開発につきましては、文化庁から許可ということで答申が出されたとい

うことですけれども、その中で第１点、条件を付した上での許可ということですが、当該

敷地については、宿泊施設及び飲食施設を含め、所有者である奈良県が一体的に適切な管

理を行うことと書かれておりますけれども、これについて県としてどのようにお考えなの

か、その点について、お伺いします。

○上平奈良公園室長 都市公園の便益施設につきましては、奈良公園内で５０施設程度存

在しています。当然、都市公園法の許可を与える場合におきましては、奈良公園の価値を

損ねないことという許可にふさわしいと認める場合に与えてるものであります。許可権者

としましては、適切な管理をしているか否かを確認しまして、適切な管理運営をするよう

に指導監督も行っています。高畑町裁判所跡地につきましてもその同様のことを求めてお

ります。平成２４年２月に策定しました奈良公園基本戦略におきましては、奈良公園の価

値を積極的に維持しまして、さらに魅力の向上を図り、このことを奈良県がトータル的に

マネジメントすることを基本方針にしておりまして、奈良県が一体的に管理することも県

としては当然のことと考えております。以上です。

○太田委員 この条件とあわせて、県に対しては事業の趣旨や概要を地元にきちんと説明

し、理解を得ながら進めることをお願いしているとお聞きをしております。先ほどご説明
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いただいた資料の中にも、地元説明会は行いますと、住民の意見はしっかり伝わっている

のかどうかの問いに、以前からそういう機会を持っているということでございますけれど

も、今後の進め方について、もう少し詳しくご説明をお願いします。

○上平奈良公園室長 高畑町裁判所跡地につきましては、平成２８年３月と６月に２回説

明会を開催いたしました。この説明会におきましては、我々は多くの方が賛成されたと認

識しておりますし、現在もいろいろな方と話をするのですけども、聞く限りにおきまして

は賛成の方が多いという認識はしております。ただ一方、反対の立場をとっておられる団

体があるのですけれども、そちらでは、巨大なリゾートホテルが建つとか間違った情報が

流れて、記載されているのですけれども、さすがに地元ではそういう受け取り方をされて

る方は少ないようですけれども、ただ、どのようなものができるかを詳しく認識されてる

方も少ないことから、県としては正確な情報発信をしていきたいと思い、情報発信が必要

と考えております。このため、５月には県としてもホームページに正確な情報を発信しま

したし、報告７で上げましたような概要版なども作成いたしましたし、今後はその事業の

趣旨や概要についてわかってもらえるように、太田委員がおっしゃったように、７月３０

日に地元説明会を開催したいと思っています。それ以外にも、県民だより奈良や大宮通り

ジャーナルにも掲載する予定でおります。さらに、我々も結構、ＮＰＯとかいろいろな会

議、民間の方とも会議をする機会も多いですので、そういう機会があるごとに、この事業

につきましては奈良公園の価値を高める事業であると正確に伝えていきたいと思っていま

す。以上でございます。

○太田委員 先ほど上平奈良公園室長から、大きなリゾートホテルができるのではないか

と誤解されている方がいらっしゃると、私は、聞いている多くの方々が心配、反対されて

いるのは、本来、ここの場所が市街化調整区域で、歴史的風土特別地区、そして春日野風

致地区など厳しい規制があって、本来建てられないけれども、県が奈良公園に編入したこ

とによって、その便益施設の一つとしてこれが建てられるということに関して、山村県議

も本会議でも申し上げましたけれども、そういう厳しい条件の中に住んできていたことを

皆さん思っているけれども、県が編入することによりこういう建物が建てられることにつ

いて皆さん違和感を持っていらっしゃいます。その点で言いますと、今回、説明の中に、

確かに奈良公園に編入したということは書かれているのですけれども、奈良県は既存の各

種規制を遵守することはもちろん、こういう記述があるのですけれども、非常に違和感を

覚えるといいますか、その点の説明が私は不十分ではないかと思うのですが、その点につ
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いてどのようにお考えでしょうか。

○上平奈良公園室長 無理やり編入という意味ではなく、我々としましては、奈良公園の

価値を高めて、それを継続的に維持していくという、一つの手法として宿泊施設というの

があり奈良公園地区整備検討委員会という場を通じまして、約８年ぐらい議論をしてきま

した中で決定したことでありますので、必ずしもそのためだけに編入したというものでは

ないと思っております。

規制等につきましてはいろいろな規制がありまして、古都保存法、奈良市の風致地区条

例、それと文化財保護法３つがあるのですけれども、きちんと申請を出しておりまして、

現状変更の許可をいただいたのが文化財保護法になっておりますし、法の趣旨に合った形

で全て提出させていただいています。違和感があるとおっしゃられますけれども、我々と

しては別に問題はないとは思っております。

○太田委員 先ほど、この奈良公園に編入したのはホテルを建てるためだけではない、と

おっしゃられましたけれども、具体的に編入した理由について、もう一度、教えていただ

けますか。

○上平奈良公園室長 編入した理由につきましては、宿泊施設が当然一番いいだろうと奈

良公園地区整備検討委員会で議論がなされまして、決定がされました。その中で、宿泊施

設は、都市公園法に照らし合わせましたら便益施設になりますので、便益施設を建て、都

市公園区域に入れたというのは、場所もわかっていただけるように、周りが全部公園であ

りまして、その区域もぽかんとあいているところになりますので、一体的に管理する意味

でも奈良公園の区域として入れております。

○太田委員 繰り返し申し上げますけれども、本来、いろいろな規制があって建てられな

い場所に、奈良公園に編入という形で今回の計画がされていることに皆さん意見を持って

いらっしゃるということです。それと、世界遺産の問題につきましても影響のないように

ということでございますけれども、世界遺産委員会にも手紙を送った方がいらっしゃいま

して、その中で、世界遺産センター長から、顕著で普遍的な価値に影響を与える可能性が

あるとおっしゃられるということも申し上げておきたいと思います。

次に、県営住宅の問題について、最後の質問をさせていただきます。先日、県営住宅に

当たったけれども、連帯保証人がいないということで困っておられる方がいらっしゃいま

した。なぜ県営住宅にこの連帯保証人の免除規定がないのか、その点について、まずお伺

いをいたします。
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○塚田住まいまちづくり課長 入居していただくに当たっては、家賃の支払いをすること

について誓約書を書いて入居していただいているところですけれども、実際、滞納されて

督促状を送っている該当者が多数いらっしゃいます。また今回、専決ということで報告さ

せていただいてますけれども、６カ月以上滞納されたということで、３名の方について、

今度、明け渡しの訴訟を起こさせていただく予定になっております。そういった方がいら

っしゃる以上は、ご本人が家賃が支払えない場合は、連帯保証人にかわって支払っていた

だくといった保全措置をとらせていただくしかないと考えておりまして、免除規定は現在

設けておりません。

○太田委員 名義人が滞納した場合には裁判にかけて強制退去になると思うのですけれど

も、実際に連帯保証人に家賃を払ってもらったことが実際にあるのかどうか。例えば、こ

こ２～３年で、何件ぐらいあるのでしょうか。

○塚田住まいまちづくり課長 連帯保証人の方が支払った事例があるかについては、今、

数字を持ち合わせていませんので、後ほどご報告させていただければと思います。滞納月

数が２カ月以上になったらご本人にお送りしてるのですけれども、その後、まだお支払い

がされなくて滞納月数がふえていきまして４カ月以上になった場合は、連帯保証人に直接、

納付依頼書を送りまして、５カ月後になれば連帯保証人債務履行請求書をお送りさせてい

ただくことで連帯保証人にも支払いをお願いしております。

○太田委員 例えば県内の市町村でいいますと、奈良市以外は全てこの免除規定がありま

して、例えば大阪市でも連帯保証人の免除申請書があって、例えば、今心配されるのは、

実際に家賃を滞納したときにそれを保証する方がいらっしゃるかどうかということですけ

れども、まず、県営住宅で実際にそういう事例が、連帯保証人のところまできちっと請求

がされているのかどうか、連帯保証人が払っているのかどうかという実態も調べていただ

きまして、一度考えていただきたいと思います。最近は本当に身寄りがない方が非常に多

くなっていらっしゃいまして、例えばＤＶ被害者とか本当に誰にも自分の住所を知られた

くないなど、いろいろなケースがありますので、この連帯保証人が、住生活ビジョンでも

出されましたけれども、いろいろな方に住居を保証していく際に、この連帯保証人という

制度があるがために入る機会を逸してしまうということがあってはいけないと思いますの

で、一度ご検討をいただきたいと思います。以上です。

○清水委員 まず、大和川流域における総合治水対策に関する条例の件ですが、本会議に

おいて、中野議員だったと思いますが、日経新聞６月２０日の夕刊を示されて、農地の９
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割が転用可能になるとおっしゃっておりました。この記事を読みますと、耕種のうち、過

去８年以内に土地改良に特に良好な営農条件を備えた農地は原則転用不可、それ以外は転

用可能になるという規制改革が国で示されておりますので、何とか、控える対策、土地利

用をどうするのかも含めてご議論いただいていたわけでございます。ぜひともいろいろな

方に向けて情報の発信をしていただきたい。各市町村、それと不動産関連の事業者、それ

らに向けても、こういう規制緩和はあるけども、奈良県は浸水で苦しんでる方々が非常に

多い、そのためにこういう施策をやりますということを、条例が制定されるとすぐにでも

そういう情報発信をまずはやっていただきたい、これを一つ要望しておきます。

それと、１点確認したいのですが、７月５日開催の流域総合治水対策協議会は公開とい

うことですので、傍聴も可能ということでよろしいですね。

○入口河川課長 傍聴可能でございます。

○清水委員 わかりました。

では、次の質問です。中町の道の駅整備に向けた基本的な考え方について、先ほど説明

をいただきました。今後の中で、この右のページに示されております駐車場のエリア、あ

るいは公共交通拠点エリア、パーク・アンド・バスライドの駐車場もそうですが、過去、

平成２２年の平城遷都１３００年祭のときに、パーク・アンド・バスライドをされたとき

の実績として、どの程度の駐車車両があったのか、ご披露いただきたいのですけれど、よ

ろしくお願いします。

○松田道路建設課長 平城遷都１３００年の際は、春のフェア、夏のフェア、秋のフェア

と、３回のフェアがございました。春のフェアは４月２４日から５月９日まで１６日間で、

駐車台数が約５，６００台余りでございます。夏のフェアが８月２０日から８月２７日ま

で、８日間で１，６００台余りでございます。秋のフェアが１０月９日から１１月７日ま

で３０日間で、９，２００台余りで、３回合わせまして、延べ５４日間で約１万６，００

０台の利用がございました。以上でございます。

○清水委員 ということは、パーク・アンド・バスライドで大体マックスとして、１日２

００台分相当ぐらいは必要だという考えだと思います。結構な用地が占めるのではないの

かなと思うのですけれども、それ以外に、道の駅は、奈良県内に多分１４カ所ぐらい既に

オープンしてるのですけれども、地産の分を地消しようというコンセプトでやっておられ

る方の道の駅もかなりご苦労をされている状況であるということは皆さんご存じのとおり

だと思います。そんな中で、今現在、大型店舗が中町のすぐ近くにあります。そういう大
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店舗がある中で、この中町の道の駅が仮にできて本当に事業ベースに乗るのかどうか、こ

ういうマーケティングはされているのか、この辺はいかがですか。

○松田道路建設課長 中町道の駅の東側に、大型店舗が出店してございます。県内の道の

駅は１３カ所ございまして、地場の野菜ですとか特産物等を販売されて、好評いただいて

いるところもあるかと思っております。この周辺につきましては、奈良市近郊ではござい

ますが、農家も多いというところがございますのと、説明報告資料でも、地元農家の方と、

生産者、消費者をつなげる場が不足している、そういうものも欲しいという声もいただい

ております。我々、道の駅の、現在報告させていただいております方向性を発表させてい

ただくまで、庁内で部局横断的にプロジェクトチームを設けまして、いろいろ意見を交わ

してまいりました。それと、マーケティングという部分で申しますと、農家の方からのそ

ういう声を部局から、あるいは庁内でお聞きさせていただいたり、地域の方から声をいた

だいたりという形で、現在の方向性をまとめさせていただいているところでございます。

以上でございます。

○清水委員 商売としては非常に厳しい場所ではないのかなと思います。そんな中で一つ

提案されているのが、大和民俗公園の一部を移築をされてＰＲをされるということでござ

いますけれども、この件について、文化資源活用課との調整はもう既に済んでいるのです

か。

○松田道路建設課長 大和民俗公園の古民家の移築という件につきましては、今週月曜日

にございました本会議の場で、知事からそういうアイデアもあると答弁させていただいた

ところかと思います。庁内のプロジェクトチームの中に、関係部局としまして地域振興部

も入っていただいておりますので、そういった意見等も踏まえまして、今後協議を進めて

いきたいと考えているところでございます。以上です。

○清水委員 概要についてはわかりました。ぜひともマーケティングも実施され、どうい

う方向性が一番いいのかということを求めて、計画をつくっていただきたいと思います。

最後に、維持管理面について、道路の瑕疵担保等々のご説明をいただきました。非常に

事故等がふえているということでございますけれども、毎年、各市町村から県道の改良要

望、あるいは河川の維持管理に対する要望は結構な数が出てると思うのですけれども、そ

れらの要望に対して、実際に着手できている比率はどの程度あるのかお教えいただきたい。

○津風呂道路管理課長 今、市町村等からの道路維持管理等にかかわる要望の件数でござ

いますが、今現在、手元には正確な情報がございません。ただ、道路管理に関しましては、
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舗装を含めさまざまなご要望をいただいているところでございます。そんな中で、先ほど

ご報告させていただきました道路管理瑕疵といった問題もございますので、できるだけ限

られた予算の中で効率的に要望にも応えていけるように努力しているところでございます。

また、数字につきましては、整理させていただきまして、改めてご説明させていただきま

す。以上でございます。

○清水委員 ぜひとも、数字をいただきたいと思います。

それと、昨日、道路橋りょう維持管理費、あるいは河川維持修繕費に対して、１．０１

を確保できたという加藤県土マネジメント部長のご答弁があったと記憶をしております。

その後ちょっと調べたのですが、この３月の時点で、建築コスト管理研究所から公共工事

労務単価動向が出ておりました。それを見てみますと、特殊作業員、普通作業員、軽作業

員、特殊運転手、一般運転手、これらについてはおおむね２％、とび工、鉄筋工、型枠工、

左官、交通誘導警備員ＡもしくはＢ、これが伸び率２から４％、大工にあっては伸び率

４％以上と、こういう結果が出ております。１．０１を確保したというご答弁でしたけれ

ども、実質マイナスではないのかと思うのですけれど、この点については、どうでしょう

か。

○加藤県土マネジメント部長 昨日の私の答弁でございますけれども、予算額で答弁をさ

せていただきました。今後、間接費等、あるいは労務管理の見直し等あれば、その分影響

するということにはなろうかと思います。

○清水委員 ということは、同じ内容のことはことしはまたできない可能性があるという

ことの裏返しでもあろうかと思います。

最後に、昨日、葛城市の西川議員も一般質問されておりましたけれども、維持管理に対

しての集中力が足りないのではないのかなと。川は上流で、道路は当然、生活道路も含め

た一般県道、それと高規格道路も含めて、もっときちんとした維持管理費の確保が必要だ

というお話をされていました。私も本当に実感します。我々議員はいろいろな方からいろ

いろな要望を受けて、現地を確認して、土木事務所に行ってどうにかならないかという話

をさせてはいただくんですけれども、残念ながら回答としては、「済みません、予算あり

ません。」と、このような回答しかいただけないのです。来年もしくは再来年になったら

できるかもしれません、この程度のことです。それでもしも事故が起きたら、先ほどご報

告ありましたように、落石は仕方がないかもしれませんけれども、管理瑕疵で訴えられて

しまう、それで損害賠償をすると、これは裏表反対だと思います。もっとしっかりした維
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持管理に向けた予算を確保する、それが、その前列に座っている方の責任だと思いますの

で、ぜひともそういうことも含めてやっていただきたい。

最後に確認だけお願いしたいのですが、各土木事務所、当然、道路については２，００

０キロメートルを超えていますし、河川１，６００キロメートル以上あるわけですけれど

も、それらの管理区分によって与えられてる予算も違いますが、各土木事務所の所長の裁

量で使える予算はどの程度あるのか、教えていただきたいです。

○加藤県土マネジメント部長 所長の裁量でと申しても、予算、議会でお認めいただいた

枠の中での裁量ということかと思います。

○清水委員 非常に答えにくい質問で申しわけなかったと思います。実態はそうだという

ことを申し上げときます。予備費を流用するというのは当然のことながら、例えば災害が

起きたとかそういうことからしかできないわけです。ということは、潤沢に維持管理費を

設けなさいと言っているわけではないのです。本当に必要な額を与える、それで現場とし

て動きやすい体制に持っていくことが非常に大事だということです。道路にはいろいろな

占用物件がありますよね。下水もあれば、水道、電気、電線、いろいろものが地下に埋ま

ってるわけです。それらの点検もしないといけない、なおかつ人数は減ってくる、大変な

思いを現場はされている。そんな中で市町村からも要望が来る、住民からも要望が来る、

当然、議員からも行く、いろんなことが来るのですけれども、予算確保、これは議員誰も

反対する者はいませんので、ぜひとも努力をしていただきたいと要望だけしておきます。

よろしくお願いします。以上です。

○大国委員 簡潔に一括して質問をさせていただきます。

最初に、（仮称）中町の道の駅の整備に向けた基本的な考え方についてご説明がござい

ました。平城遷都１３００年祭を終えてからさまざまにご検討いただいて、また、特に奈

良市との協議が、大変難しい協議だったのかなと個人的には感じておりますけれども、こ

の問題については、直近では平成２８年６月の建設委員会で質問をさせていただいており

ます。この土地利用についても、道の駅にしてはどうかと、また、交通拠点にする、防災

拠点にする、物販施設にすると、さまざまなアイデア等も検討されているようですけれど

も、と質問をさせていただいております。当初、基本計画、平成２３年には基本計画を策

定するという知事答弁もあったことを今思い出すのですけれども、大変ご苦労をこの間さ

れたのかなと感じております。きょうご説明をいただきましたこの内容、さらに詰めて検

討されると思いますけれども、要はこの周辺、今、枚方大和郡山線の４車線化等も進めて
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いただいておりますけれども、一方では、大和中央道が、阪奈道路から南側の区域につい

ては計画を中止されて、この枚方大和郡山線を利用していただくという、そういったルー

トを描いているわけでございますけれども、そうしたときに、やっぱりさまざまな交差点

改良を含めて、この道の駅は、当然、ゲートウェイとして観光客の皆さんもお越しになる

と想定した場合、ここまでのアクセスの整備を進めていく必要が同時にあるのではないか

と思っておりますが、この点、１点、お聞きをしたいと思います。

もう一つは、この中町の道の駅を中心として、新たな観光ルートができると思います。

これまで、今行っていただいております平城宮跡等にゲートウェイ化の機能を持たせて、

奈良公園や薬師寺へというルートもあるかと思いますが、この中町を中心に、今度はまた

別に法隆寺や、また中南和地域へ大和中央道、京奈和道、スマートインターチェンジを通

じて、より奥深い観光等も楽しんでいただけるのではないかと思います。こういった観光

地への新たなルート等につきましてのお考えを、お聞きしたいと思います。

３つ目は、今、多くの観光客、ドライバーの皆さんが、例えばペットを連れて観光され

ている方もいらっしゃるかと思います。高速道路等におきましては、ＮＥＸＣＯ等におき

ましては、ドッグラン等も各サービスエリア等でも設置がされております。一方では、道

の駅にもこういったドッグランを設置されている場所が全国的にも、調べてみると結構あ

りました。やはり人だけではなく、そういった動物との共存ということも含めて、ドッグ

ラン等の施設もこの際検討していただく必要があるのではないかと考えておりますけれど

も、この点、ご答弁をお願いしたいと思います。

次に、テーマを変えますけれども、路面下の空洞化対策についてお尋ねします。これも

本会議で質問をさせていただいてまいりまして、本当に皆さんのご努力によりまして、昨

年度調査をされました。平成２９年２月１５、１６日で一次調査、そして平成２９年３月

の２２日、２７日に二次調査、７カ所、この空洞化の可能性があるということで、深夜に

なりますけれども、私も、現場に行かせていただいて、どんな調査をやっているのだろう

と見せていただきました。幸い、１カ所目は空洞はなしということでほっとしたわけでご

ざいますが、次の場所に行くと見事に、スコープを入れていくと空洞が広がってきまして、

地下にはこのような空洞があるのかと改めて気づいたわけでございますけれども、博多の

事故等も直近ではございますし、大きな事故につながらないように、しっかりとメンテナ

ンスをかけていくことは必要かと思います。そこで、この路面下の空洞化対策について、

今年度、またそれ以降、どのようなお考えを持たれているのかをお聞きします。
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３つ目が道路照明のＬＥＤ化でございます。このＬＥＤ化につきましても、平成２７年

１２月１０日の建設委員会質問をさせていただきました。この中で、このＬＥＤ化が非常

に効果があるということで、国交省におきましてもガイドライン等も改定をされて示され

ているということも申し上げさせていただいたところです。先般の本会議でも、知事から

そういった答弁もあったかと記憶してございますけれども、今後どのように進めていかれ

るのか、お尋ねをしたいと思います。

４点目は、奈良公園のドライミストでございます。平成２７年７月の建設委員会で、中

西次長から、お客さんも、鹿も非常にぐったりしているような中、平成２４年になります

けれども、職員みずから手づくりで設置をしていただいているとご紹介をいただいており

ます。毎年１カ所、あるいは２カ所ふやしていただいていますけれども、今年度、熱中症

対策とおもてなしという観点から、どのような取り組みをされるのかお聞きをします。

最後に、県営住宅内にあります給水棟の耐震化についてお尋ねをしたいと思います。建

物はもちろん耐震化というのは重要で進められると思いますけれども、給水棟は、非常に

高いところに大量の水があるということでございまして、不安をお持ちの方がたくさんい

らっしゃいます。そこで、こういった給水棟に対する取り組みは、県としてどのようにお

考えになっているのかお尋ねをしたいと思います。

○松田道路建設課長 （仮称）中町道の駅に関しまして３点ご質問いただきました。１点

目が、アクセスの面でございます。２点目が観光ルート、３点目がドッグランの設置とい

うご提案をいただきました。

まず、１点目のアクセスでございますが、（仮称）道の駅は、第二阪奈有料道路と枚方

大和郡山線の交差部にございまして、交通結節点として機能を十分発揮させるため、利用

者の方の利便性やわかりやすさを重視してアクセスを検討してまいろうと考えているとこ

ろでございます。まず、この道の駅への出入りについてでございますが、東側に枚方大和

郡山線がございます。北側は第二阪奈有料道路の中町ランプにつながります第二阪奈の側

道がございまして、この２つの道路を使いまして、四方から来られる来訪者を円滑に入場

いただく、あるいは出ていただくということを、駐車場に対する出入り、公共交通の結節

点の出入り口、経路等を考えていきたいと思っております。

それから、計画地の東側で道路改良の中町工区としまして、現在、砂茶屋交差点を東側

一つに集約する工事に取り組んでおりまして、こちらの工事につきましては、交差点から

南側で橋りょう工事を進めてございますが、２２０メートル区間を平成３１年度に部分供
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用する工事を進めさせていただいているところでございます。それと、交差点から北側に

つきましては、同じく中町工区としまして、約１．４キロメートルの４車線化のバイパス

事業を進めさせていただいておりまして、これらの改良によりまして、より円滑に中町道

の駅に来ていただこうと取り組んでいるところでございます。

それと、２点目の観光ルート、特に中南和方面への広がりということでご質問をいただ

きました。この地点は、県道枚方大和郡山線に接してございますので、枚方大和郡山線は

南へ行きますと大和中央道につながってまいります。大和中央道は昭和工業団地の中で大

和まほろばスマートインターで西名阪自動車道とつながりまして、郡山下ツ道ジャンクシ

ョンで京奈和自動車道とつながってございます。そういった高規格道路へのつながりも大

きなメリットかと思っていますし、さらに南へ参りますと、大和中央道のつきあたりのと

ころから京奈和自動車道の三宅インターチェンジにつなげます結崎田原本線という県道事

業の４車線化のバイパス事業を進めてございます。この工区ができますと、中町道の駅を

ゲートウェイとしまして、大和中央道、そして京奈和自動車道という４車線の大きい幹線

ができますので、中南和地域への交通アクセスが飛躍的に向上すると考えているところで

ございます。

それと、最後に、こういったハード面だけではなく、観光情報の発信という面で、ソフ

ト対策も充実を図りまして、周辺の奈良市域、あるいは郡山市域、法隆寺等の観光資源だ

けではなくて、中南和地域も含めた広域的な観光ゲートウェイとしての道の駅として機能

させていきたいと考えているところでございます。

３点目は、中町の道の駅にドッグランを設置してはどうかというご質問いただきました。

ドッグランにつきましては、敷地内に囲いを設置しまして、犬がその囲いの中でリードを

外して自由に走り回ることができるフィールドでございます。全国の道の駅ですとか、Ｎ

ＥＸＣＯ西日本の管理いたしますサービスエリア、パーキングエリアでの設置事例を調査

いたしましたところ、それぞれ設置している事例は２０カ所程度ございました。これらの

ドッグランの運営につきましては、例えば狂犬病の予防接種を受けていない犬、そういっ

た犬は入場制限をするという運営をされているところが多くございました。（仮称）中町

「道の駅」にドッグランを設置するということは一つのアイデアとして承ったところでご

ざいますが、道の駅は、年配の方から小さなお子様までさまざまな方が利用されるところ

でございますので、今後、この道の駅の計画の具体化を図る際に、ドッグランの運営方法、

あるいは管理方法等の事例調査も踏まえまして、慎重に検討してまいりたいと考えている
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ところでございます。

私からは以上でございます。

○津風呂道路管理課長 まず、路面下空洞調査の状況でございますが、昨年度は、都市部

で地下埋設部の多い幹線道路ということで、大宮通りの県庁東交差点から阪奈宝来交差点

までの６キロメートル区間におきまして、全車線にわたり路面空洞調査を実施したところ

でございます。この調査の中で、まず、路面下空洞探査車ということで、一次調査で全区

間走らせてまして、それで異常信号のあったところにつきまして、今度は削孔によりまし

て二次調査を行いました。大国委員も現地でご確認いただいたと聞いております。そんな

中で５カ所の空洞が確認されましたが、深さでありますとか、規模、形状から路面の陥没

に至るようなものはないということでございました。この昨年度の調査につきましては、

地下埋設物の多い道路をターゲットにした調査でございまして、車線延長にして２５キロ

メートル、その中で５カ所の空洞が確認されたところでございます。２５キロメートルの

５カ所でございますので、空洞の発生頻度は想定したよりも小さかったと思っております

し、実際確認された空洞につきましても、道路の安全性に影響を及ぼすようなものではな

いという結果でございました。

こういった結果を踏まえまして、今年度は視点を変えまして、河川構造物の背面から土

砂の吸い出しが懸念される兼用護岸のような道路について調査を実施して、その結果を踏

まえまして今後の調査方針を検討してまいりたいと考えております。

２点目でございます。道路照明のＬＥＤ化についてのご質問でございます。ＬＥＤ化に

つきましては、県の管理する道路照明は約７，５００基ございます。そのほとんどがナト

リウム灯や水銀灯となっております。こういったナトリウム灯、水銀灯につきましては耐

用年数が３年から５年と短いということで、不点灯の発生率が高いということがございま

す。こういった数多くの不点灯の照明につきましては、迅速な取りかえ等の対応ができな

い状況でございまして、県民サービスが不十分な状況となってございます。そういったこ

とから、耐用年数が１５年と長く、電気代も約３分の１に抑えることのできるＬＥＤ照明

に置きかえることについて検討を進めるところでございます。現在、ＬＥＤ照明を全県的

に導入している５つの府県がございます。そういったところにヒアリングを行っておりま

す。その５府県につきましては、全てリース方式によりこのＬＥＤ照明を導入してござい

まして、ヒアリング結果によりますと、このリース方式ですと、初年度に一斉に、１年で

ＬＥＤ化が行えるということでございます。あわせまして、日常的な維持管理につきまし
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てもリース会社が行うということで、不点灯等の不具合への迅速な対応とか維持管理事務

の大幅な軽減につながるということを聞いてございます。さらにコスト面でも、電気代を

含む年間の維持管理費が従来の４分の３程度になると考えてございまして、リース方式に

よる道路照明のＬＥＤ化を本県にも導入できないかと現在考えておるところでございます。

道路照明の適正管理による県民サービスの向上と、維持管理に関する予算の効率的、効果

的な活用を図るためにも、このＬＥＤ化につきましては、平成３０年度導入を念頭に、先

進府県の状況を参考に、さらに検討を進めてまいりたいと考えてございます。以上でござ

います。

○上平奈良公園室長 奈良公園内のミストの整備につきましては、大国委員のご意見を踏

まえまして、平成２４年から順次設置しておりましす。昨年まで６カ所でミストを設置し

まして、多くの来訪者の方に非常に喜んで使っていただいています。ことしの夏につきま

しては、春日野園地で設置する予定です。期間としましては、７月中旬から９月中旬まで

を予定しております。以上でございます。

○塚田住まいまちづくり課長 まず、給水棟については、住戸に水を供給するために必要

な施設でありますので、建物同様、給水棟の耐震性の確保は必要であると考えております。

住民より耐震性が不安とのご意見があるということについては、恐らく平城団地のことだ

と推察しておりますけども、そういったご意見があることは承知しております。平城団地

につきましては、設計図面を確認したところ、基礎はプレストレストコンクリートくい基

礎で、構造は鉄筋コンクリート造になっております。ただ、現時点においては耐震診断を

行っておりませんので、平成３０年度以降、耐震診断が実施できるよう必要な予算を確保

していきたいと考えております。今後も県民の住まいのセーフティーネットとしての役割

を果たせるよう、県営住宅の安全性の確保について、必要な対応を行ってまいりたいと思

っております。以上になります。

○大国委員 ありがとうございました。中町につきましては、これからさまざまな検討が

されると思いますけれども、長年空き地で置いてある、重要な県民の財産でございますの

で、十二分に生かせるように、ぜひともよろしくお願いしたいと思います。

また、ドッグランは大変なハードルがあろうかと思いますけれども、この機会にぜひと

もよろしくお願いします。

路面下の空洞化につきましては、今年度引き続き行っていただくということでございま

すけれども、計画的に進めることが必要だと思いますので、平成３０年度以降、国の交付
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金等も活用することも視野に入れて、ぜひとも順次進めていただきますようにお願いした

いと思います。これは要望にしておきます。

また、ＬＥＤ化につきましても繰り返しの質問になりましたので、ぜひとも、速やかに

平成３０年度からよろしくお願いしたいと思います。

ドライミスト、大変ご苦労いただいてございます。毎年見に行きますと、初年度は鹿が

涼んでいたのですけれども、２年目以降は、観光客の皆さんが非常に喜んで当たっていら

っしゃいました。中西まちづくり推進局理事はじめ、大変ご苦労いただいている皆さんに

感謝申し上げます。工夫は要りますけれども、よろしくお願いしたいと思います。

最後に、県営住宅の給水棟の耐震化については、診断をしっかりやっていただいて、長

年心配だといってここまで来ていますので、ぜひとも、その診断結果をもって安心できる

結果になるのか、また、何か対応が必要になるのかという次のステップを踏んでいただき

ますようお願いしたいと思います。以上でございます。ありがとうございました。

○田尻副委員長 中町の件についてお伺いをいたします。大国委員も何度も、この委員会

等も含めて質問されていますし、私も本会議を含めて知事に何度も申し上げ、既に道の駅

構想とこういう考えがあることはお示しをいただいたところですが、少し現実をご認識を

いただきたいと思っております。場所を有効に使わなくてはなりませんが、道の駅ができ

ることに直接反対をするというより、この地域にはかなりの店舗ができ上がってまいりま

した。中町インターから富雄駅までわずか２～３キロメートルぐらいの距離だと思います

が、その間に、大手のスーパーの中村屋、山陽、イズミヤ、業務スーパー、イオンタウン、

オークワがあります。広大な駐車場を備えて、多くのスーパーができ上がっております。

過剰にならないかどうか、そこをよく知っておいていただきたいと思っております。残念

なことでありますが、イオンタウンの中にある食料品販売のイオンが、ご承知のとおり撤

退しまして、今、経営者がかわりました。それほど厳しいということを覚えていただきた

いと思います。

そこで１点質問ですが、農産物をつくっておられる皆さんが売るところがない、買うと

ころがないという答弁を何度か聞かせていただきましたが、これはどの資料に基づいてど

のように調査をされて言われたのか。なぜかと申し上げますと、そこから５００メートル

のところに農業協同組合があるではないですか。その農業協同組合が朝市といって売って

るではないですか。それから、イオンタウンの前のスーパーで日曜日、フリーマーケット

で売っているではないですか。なのに、この公的なところでそのようにおっしゃることに
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ついて、私はどこからの情報でおっしゃっておられるのか、そこを１点聞きたいと思って

おります。

それから、もう１点、バスターミナルですが、ここにバスターミナルの計画があるとい

うのですが、それはいいと思うのです。しかし、私が本会議等々で申し上げてまいりまし

たが、県営プール跡地にもバスターミナルはつくられる、そして整備がされてくることに

なる、そのことはすごくいいと思うのですが、中町のこのバスターミナルは、どこのバス

が来るのですか、どこを向いて行くのですか。学園前からこの前を通る新しい奈良県総合

医療センターについて、奈良交通のバスですら走ることの協議が難航してきたではありま

せんか。だから、学園前からこの前を通って病院へ行くバスですら経営状況やいろいろな

ことを含めて、バスを走らすのはいかがなものかなということで、県土マネジメント部長

や折原次長も大変ご苦労をいただいたことかと思います。最終的には合意がなされたよう

に聞いておりますが、例えば空港行きなのか、東京行きなのか、あるいは地元を走るバス

なのか、その辺を含めてお願いをしたいと思います。以上です。

○松田道路建設課長 １点目でございますが、周辺の大型商業店舗が多くあって、そこの

店舗の内容が変わってきている、そういう厳しい現実もしっかり認識をするべきだという

ご意見と、農産物を売ると、生産者の方、消費者の方をつなげる場というところでござい

ますが、こちらにつきましては、地域の生産に携わる方からそういう声があるということ

を、庁内の関係課からお聞きして把握している状況でございます。

それと、２点目のほうでございますが、バスターミナル、どのようなバスターミナルを

考えているかというところでございますが、中町周辺を通過いたしますバスには、委員お

述べのように、大阪国際空港ですとか関西国際空港へ行きます高速バスが多く通ってござ

います。学園前駅を出発するバス、あるいは近鉄奈良駅、ＪＲ奈良駅を出発するバス、学

園前駅を出発するバスは中町ランプを経由いたしまして空港へ向かうというところがござ

います。それと、この周辺で学園前、あるいは富雄駅から若草台でありますとか、大和郡

山方面から若草台というバスも走ってございます。バスターミナルは今後、事業者等と、

今年度具体的な計画を詰めていく中で考えていくことになると思いますが、一つは、学園

前駅あるいは近鉄奈良駅、ＪＲ奈良駅から第二阪奈道路を使って空港へ向かっているバス

がここを通っているというところがございますので、空港へ行く方が、例えばここで車を

とめてバスに乗って旅行、あるいは遠くへ行っていただくということも想定しているとこ

ろでございます。以上でございます。
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○田尻副委員長 いろいろと考えていただいて整備をしていただくことは、賛成をしてい

るのですが、現状が厳しいということをしっかりとご認識をいただきたいと思っておりま

す。

それから、情報の一つでありますが、イオンタウンの２階に、皆様方もよくご承知の大

手の家電量販店が入っておりますが、お伺いをすると、奈良県下にある店舗の中で一番売

り上げが悪いらしいです。撤退の対象になってきているとなりますと、残念ながらどんど

んと店舗が出ていくと。人は多いけれども、なかなか厳しいということを踏まえて、先ほ

ど大国委員がおっしゃっていた、特殊性があるとか、それは非常にいいと思ってます。例

えば、本会議で言いましたけれども、ご承知のとおり、この近くのつけ麺屋は３０人ぐら

いが並ぶと、近くに近畿大学農学部があるのです。そこの若い学生さんがそこに行こうと

なっていると。だから、例えば三輪そうめんの、あるいはラーメンの麺の館とか、そうい

うニーズに合ったものでにぎわうことを望んでおるのですが、より精密な情報をしっかり

と入れていただいて、ぜひともお願いを申し上げたいと思います。ここは私の校区である

ものですから、毎日通りますので、よくわかっております。小学校は奈良市内でも一番最

大の児童数というほど多いのですが、その分、交通の安全とか非行面とか、やはり青少年

協議会を含めてかなり皆さんが神経質になっておられます。そういうことも含めて、地域

の皆さんと一体となるような整備を進めていかなくてはならないと思いますので、その点

も含めてお願いをしておきたいと思っております。

また、本会議の知事も答弁の中で、もしできることなら、病院へ行くなら、混まないよ

うに、第二阪奈道路に富雄インターをつくることも検討しようというのが会議録に残って

おります。そういうことも含めて、新しい一つのまちができようかと思いますが、安全で

皆さんに喜んでもらえるにぎわいのまちとして、なお一層慎重にご尽力いただくことをお

願いして、私の意見とさせていただきます。ありがとうございました。

○乾委員長 それでは、これをもちまして質疑を終わります。

次に、本会議で反対討論をされる場合は、委員長報告に反対意見を記載しないこととな

っております。

日本維新の会は反対討論されますか。

○清水委員 反対討論いたします。

○乾委員長 では、議第５３号中、当委員会所管分については、委員長報告に反対意見を

記載しませんので、よろしくお願いいたします。
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日本共産党は反対討論されますか。

○太田委員 しません。

○乾委員長 では、委員長報告に反対意見を記載することとしますので、よろしくお願い

します。

次に、委員長報告についてでありますが、正副委員長に一任願えますか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

それでは、そのようにさせていただきます。

閉会に当たりまして、一言ご挨拶申し上げます。

特別な事情が生じない限り、ただいまの構成による当委員会は、本日の委員会をもって

最終になるかと思います。昨年６月より、委員各位には当委員会所管事項であります道路

整備、河川改修などの土木行政、または水道施設の充実につきまして、終始熱心にご審議

いただきました。また、理事者におかれましても、数々の問題について積極的な取り組み

をしていただきました。おかげをもちまして、無事任務を果たすことができましたこと、

委員各位並びに理事者の皆様方に深く感謝申し上げ、簡単ではございますが、お礼の挨拶

とさせていただきます。本当にありがとうございました。（拍手）

これをもって本日の委員会は終わります。


